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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも、変性シロキサン化合物、及び樹脂を含有する液体組成物であって、
　前記変性シロキサン化合物が、下記式（１）で表される変性シロキサン化合物、下記式
（２）で表される変性シロキサン化合物、及び下記式（３）で表される変性シロキサン化
合物からなる群から選ばれる少なくとも１種であり、
　前記樹脂が、酸価が９０ｍｇＫＯＨ／ｇ以上１５０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下であり、かつ、
樹脂を構成するモノマーの溶解度パラメーターより算出される樹脂の水素結合項（δｈ）
が１．０ｃａｌ0.5／ｃｍ1.5以上３．７ｃａｌ0.5／ｃｍ1.5以下である樹脂Ａ、及び、酸
価が１５０ｍｇＫＯＨ／ｇを超えて２００ｍｇＫＯＨ／ｇ以下であり、かつ、樹脂を構成
するモノマーの溶解度パラメーターより算出される樹脂の水素結合項（δｈ）が１．０ｃ
ａｌ0.5／ｃｍ1.5以上１．５ｃａｌ0.5／ｃｍ1.5以下である樹脂Ｂ、の少なくとも１種の
樹脂であり、
　前記樹脂が、アクリル酸及びメタクリル酸の少なくとも一方のモノマーと、スチレン、
α－メチルスチレン、ベンジルメタクリレート、メチルメタクリレート、エチルアクリレ
ート、ｎ－ブチルアクリレート、及びｎ－へキシルアクリレートからなる群より選択され
る少なくとも１種のモノマーと、を少なくとも用いて共重合された樹脂であることを特徴
とする液体組成物。
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（式（１）で表される変性シロキサン化合物の重量平均分子量は８，０００以上３０，０
００以下であり、式（１）中、Ｒ1は炭素数１以上２０以下のアルキレン基であり、Ｒ2は
水素原子又は炭素数１以上２０以下のアルキル基であり、ｍは１以上２５０以下、ｎは１
以上１００以下、ａは１以上１００以下、ｂは０以上１００以下である。）

（式（２）で表される変性シロキサン化合物の重量平均分子量は８，０００以上５０，０
００未満であり、式（２）中、Ｒ3はそれぞれ独立に、水素原子又は炭素数１以上２０以
下のアルキル基であり、Ｒ4は炭素数１以上２０以下のアルキレン基であり、ｐは１以上
４５０以下、ｃは１以上２５０以下、ｄは０以上１００以下である。）

（式（３）で表される変性シロキサン化合物は、重量平均分子量が８，０００以上５０，
０００未満、かつＨＬＢが１以上７未満であり、式（３）中、Ｒ5はそれぞれ独立に、水
素原子又は炭素数１以上２０以下のアルキル基であり、Ｒ6は炭素数１以上２０以下のア
ルキレン基であり、ｑは１以上１００以下、ｒは１以上１００以下、ｅは１以上１００以
下、ｆは０以上１００以下である。）
【請求項２】
　色材を含有しない請求項１に記載の液体組成物。
【請求項３】
　前記式（１）で表される変性シロキサン化合物のＨＬＢが、５以上１１以下である請求
項１又は２に記載の液体組成物。
【請求項４】
　前記樹脂Ａを構成するモノマーが、スチレン、ｎ－ブチルアクリレート、及びベンジル
メタクリレートからなる群から選ばれる少なくとも１種のモノマーを含む請求項１乃至３
のいずれか１項に記載の液体組成物。
【請求項５】
　前記樹脂Ｂを構成するモノマーが、スチレン、及びα－メチルスチレンからなる群から
選ばれる少なくとも１種のモノマーを含む請求項１乃至４のいずれか１項に記載の液体組
成物。
【請求項６】
　前記樹脂の液体組成物中における含有量（質量％）が、液体組成物全質量を基準として
、２．５質量％以上４．０質量％以下である請求項１乃至５のいずれか１項に記載の液体
組成物。
【請求項７】
　前記変性シロキサン化合物の含有量（質量％）が、液体組成物全質量を基準として、０
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．５質量％以上３．０質量％未満である請求項１乃至６のいずれか１項に記載の液体組成
物。
【請求項８】
　前記液体組成物が、さらに水を含有し、前記水の液体組成物中における含有量（質量％
）が液体組成物全質量を基準として、５０．０質量％以上９５．０質量％以下である請求
項１乃至７のいずれか１項に記載の液体組成物。
【請求項９】
　顔料インクを記録媒体に付与する工程、及び、液体組成物を記録媒体に付与する工程、
を有する画像形成方法であって、
　前記液体組成物として、請求項１乃至８のいずれか１項に記載の液体組成物を用いるこ
とを特徴とする画像形成方法。
【請求項１０】
　顔料インクを記録媒体に付与する工程の後に、液体組成物を記録媒体に付与する工程を
行う請求項９に記載の画像形成方法。
【請求項１１】
　前記顔料インクとして、顔料、及び、酸価が９０ｍｇＫＯＨ／ｇ以上２００ｍｇＫＯＨ
／ｇ以下の樹脂を含有するインクを用いる請求項９又は１０に記載の画像形成方法。
【請求項１２】
　前記顔料インクと前記液体組成物とをインクジェット方法で記録媒体に付与する請求項
９乃至１１のいずれか１項に記載の画像形成方法。
【請求項１３】
　液体組成物を収容する液体組成物収容部を備えてなるカートリッジであって、
　前記液体組成物収容部に収容されている液体組成物が、請求項１乃至８のいずれか１項
に記載の液体組成物であることを特徴とするカートリッジ。
【請求項１４】
　液体組成物を収容する液体組成物収容部と、液体組成物を吐出する記録ヘッドとを備え
てなる記録ユニットであって、
　前記液体組成物収容部に収容されている液体組成物が、請求項１乃至８のいずれか１項
に記載の液体組成物であることを特徴とする記録ユニット。
【請求項１５】
　液体組成物を収容する液体組成物収容部と、液体組成物を吐出する記録ヘッドとを備え
てなるインクジェット記録装置であって、
　前記液体組成物収容部に収容されている液体組成物が、請求項１乃至８のいずれか１項
に記載の液体組成物であることを特徴とするインクジェット記録装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、色材として顔料を用いた顔料インクと共に用いる液体組成物、並びに前記液
体組成物を用いたインクジェット記録方法に適用可能な画像形成方法、カートリッジ、記
録ユニット、及びインクジェット記録装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　インクジェット記録用のインクでは、色材として顔料を含有する顔料インクで形成した
画像は、色材として染料を含有する染料インクで形成した画像と比較して、耐光性や耐オ
ゾン性などの堅牢性に優れる。一方で、顔料インクで形成した画像は、染料インクで形成
した画像と比較して、指などで画像を擦ると色材が削れ落ちる、すなわち耐擦過性が劣る
という課題がある。
【０００３】
　前記課題に対して、画像に表面コートを行うことで、記録物を保護する方法に関する提
案が数多くなされている。例えば、画像に保護層転写シートを熱転写することで、画像を



(4) JP 5279283 B2 2013.9.4

10

20

30

40

50

保護することに関する提案がある（特許文献１参照）。また、画像を加熱及び加圧を同時
に行うことで、画像を保護することに関する提案がある（特許文献２参照）。さらに、顔
料インクで形成した画像に、皮膜を形成する化合物を含有する液体を付与することで、画
像を保護することに関する提案がある（特許文献３及び４参照）。
【０００４】
【特許文献１】特開２０００－１５３６７７号公報
【特許文献２】特開２００３－１７０６５０号公報
【特許文献３】特開２００４－９９７６６号公報
【特許文献４】特開２００５－８１７５４号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかし、ポスター、パネル、サイン、ポップ広告などの屋外に展示する画像に求められ
る耐擦過性の程度は高く、従来からある技術のように、指などで擦った際に色材が削れ落
ちない、といった程度では不十分である。
【０００６】
　例えば、ポスターや広告を印刷する際には、Ａ０サイズやＡ１サイズなどのかなり大き
な記録媒体を用いることが多く、画像を形成した記録媒体を持ち運ぶ際には、丸めて筒状
にすることが一般的であるため、下記のような問題を生じることがある。記録媒体を丸め
る際に、記録媒体の角などの鋭利な部分で画像を擦るような場合がある。このとき、画像
の耐擦過性を高いレベルで満足するとされている従来の顔料インクを用いた場合であって
も、形成した画像に傷が付き、色材が削れ落ちるという問題が、かなりの頻度で発生する
。また、これと同様の課題は、他の状況においても発生する。例えば、顔料インクで形成
した画像をポスターとして屋外に貼る際に、画像が爪などの鋭利なもので強く引っ掻かれ
るような場合である。このときも、上記と同様に、色材が削れ落ちるという問題がかなり
の頻度で発生する。
【０００７】
　上記のような課題に対して、特許文献１に記載されている方法を用いた場合は、保護層
の強度を高めることや、膜厚を大きくするなどの工夫をすれば本発明の目的を達成できる
かもしれない。しかし、特許文献１及び２に記載されている方法の場合、熱転写を行う装
置や熱ローラーが必要になるなど、装置が複雑化するため、あまり好ましくない。そこで
、近年では、爪などの鋭利なものが画像に触れたとしても、画像の色材が削れ落ちること
がない程度の、従来に比べて高い耐擦過性を有する画像を得ることができる水性インクの
開発が求められている。
【０００８】
　インクジェット用の顔料インクを用いて画像を形成した場合に、前記画像の耐擦過性を
向上させることに関する提案は、上記４つの特許文献の他にも数多くの提案がある。しか
し、本発明者らの検討によれば、いずれの技術を用いても、指で記録媒体に触れて傷がつ
かない程度の耐擦過性を得るのが精一杯である。
【０００９】
　例えば、特許文献３及び４では、トップコート液や無色のインクに水溶性樹脂を含有さ
せている。しかし、本発明者らの検討の結果、画像の耐擦過性の向上に効果がある樹脂の
含有量をどんなに増加させても、記録媒体と樹脂と顔料との結着力は、樹脂の特性にのみ
依存するため、画像の耐擦過性はある程度までしか向上しないことがわかった。つまり、
樹脂の特性のみで画像の耐擦過性を向上させている特許文献３及び４に記載の発明におい
ても、従来の耐擦過性の範疇を超えるものではなく、本発明が目的とする耐擦過性のレベ
ルには到底達していない。すなわち、これらの技術は、本発明が目的とする「記録媒体の
非記録部に傷が付く程の強い圧力を加えて爪などの鋭利なもので引っ掻いた場合でも、色
材がほとんど削れ落ちることがない」という高いレベルの耐擦過性には到底達していない
。特に、インク中の顔料固形分の含有量が、インク全質量を基準として１．２質量％以下
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である場合、フィラー剤として機能する固形分の含有量が少ないため、樹脂のみで本発明
が目的とする高い耐擦過性を有する画像を得ることは困難である。
【００１０】
　上記のことは、特許文献３及び４における実施例の評価方法からも明らかである。すな
わち、特許文献３においては、画像上に普通紙を置き、特定の錘を載せて擦っている。ま
た、特許文献４においては、画像を消しゴムで擦っている。つまり、これらの評価方法は
、記録物に摩擦を与えた際の劣化の程度を評価するものであり、本発明が目的とする耐擦
過性の水準と比較するとかなり緩やかな評価基準であると言える。
【００１１】
　さらに、特許文献３に記載の発明においては、画像を保護するためのトップコート液の
付与量は、インクの付与量に対して２倍以上であり、定着までにかなりの時間が必要とな
る。このことは、特許文献３の実施例の耐擦過性の評価試験を２４時間後に行っているこ
とからも明らかである。また、インク受容層を有する記録媒体に画像を形成する場合、イ
ンク受容層が液体を保持する能力を上回る付与量で液体を付与すると、記録媒体が液体を
吸収できないという問題が発生する。つまり、特許文献３に記載の発明のように、画像を
形成するのに必要なインクの付与量をはるかに超えたトップコート液の付与量とすること
は、現実的でないと言える。
【００１２】
　したがって、本発明の目的は、インクジェット記録にも適用可能とするため、耐固着性
などの吐出特性や保存安定性などの信頼性を満足すると同時に、顔料インクで形成した画
像の耐擦過性を従来にない高いレベルに向上できる液体組成物を提供することにある。具
体的には、記録媒体の非記録部に傷が付く程の強い圧力を加えて爪で引っ掻く場合でも、
色材がほとんど削れ落ちることがないレベルの高い耐擦過性を有する画像を得ることがで
きる液体組成物を提供することにある。また、本発明の別の目的は、このような高いレベ
ルの耐擦過性を有する画像が得られる、インクジェット記録方法に適用可能な画像形成方
法、カートリッジ、記録ユニット、及びインクジェット記録装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　上記の目的は、下記の本発明によって達成される。すなわち、本発明にかかる液体組成
物は、少なくとも、変性シロキサン化合物、及び樹脂を含有する液体組成物であって、
　前記変性シロキサン化合物が、下記式（１）で表される変性シロキサン化合物、下記式
（２）で表される変性シロキサン化合物、及び下記式（３）で表される変性シロキサン化
合物からなる群から選ばれる少なくとも１種であり、前記樹脂が、酸価が９０ｍｇＫＯＨ
／ｇ以上１５０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下であり、かつ、樹脂を構成するモノマーの溶解度パラ
メーターより算出される樹脂の水素結合項（δｈ）が１．０ｃａｌ0.5／ｃｍ1.5以上３．
７ｃａｌ0.5／ｃｍ1.5以下である樹脂Ａ、及び、酸価が１５０ｍｇＫＯＨ／ｇを超えて２
００ｍｇＫＯＨ／ｇ以下であり、かつ、樹脂を構成するモノマーの溶解度パラメーターよ
り算出される樹脂の水素結合項（δｈ）が１．０ｃａｌ0.5／ｃｍ1.5以上１．５ｃａｌ0.

5／ｃｍ1.5以下である樹脂Ｂ、の少なくとも１種の樹脂であり、前記樹脂が、アクリル酸
及びメタクリル酸の少なくとも一方のモノマーと、スチレン、α－メチルスチレン、ベン
ジルメタクリレート、メチルメタクリレート、エチルアクリレート、ｎ－ブチルアクリレ
ート、及びｎ－へキシルアクリレートからなる群より選択される少なくとも１種のモノマ
ーと、を少なくとも用いて共重合された樹脂であることを特徴とする。

（式（１）で表される変性シロキサン化合物の重量平均分子量は８，０００以上３０，０
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００以下であり、式（１）中、Ｒ1は炭素数１以上２０以下のアルキレン基であり、Ｒ2は
水素原子又は炭素数１以上２０以下のアルキル基であり、ｍは１以上２５０以下、ｎは１
以上１００以下、ａは１以上１００以下、ｂは０以上１００以下である。）

（式（２）で表される変性シロキサン化合物の重量平均分子量は８，０００以上５０，０
００未満であり、式（２）中、Ｒ3はそれぞれ独立に、水素原子又は炭素数１以上２０以
下のアルキル基であり、Ｒ4は炭素数１以上２０以下のアルキレン基であり、ｐは１以上
４５０以下、ｃは１以上２５０以下、ｄは０以上１００以下である。）

（式（３）で表される変性シロキサン化合物は、重量平均分子量が８，０００以上５０，
０００未満、かつＨＬＢが１以上７未満であり、式（３）中、Ｒ5はそれぞれ独立に、水
素原子又は炭素数１以上２０以下のアルキル基であり、Ｒ6は炭素数１以上２０以下のア
ルキレン基であり、ｑは１以上１００以下、ｒは１以上１００以下、ｅは１以上１００以
下、ｆは０以上１００以下である。）
【００１４】
　また、本発明の別の実施態様にかかる画像形成方法は、顔料インクを記録媒体に付与す
る工程、及び、液体組成物を記録媒体に付与する工程、を有する画像形成方法であって、
前記液体組成物として、上記の液体組成物を用いることを特徴とする。特に好ましい形態
は、前記顔料インクと前記液体組成物とをインクジェット方法で記録媒体に付与する画像
形成方法が挙げられる。
【００１５】
　また、本発明の別の実施態様にかかるカートリッジは、液体組成物を収容する液体組成
物収容部を備えてなるカートリッジであって、前記液体組成物収容部に収容されている液
体組成物が、上記の液体組成物であることを特徴とする。
【００１６】
　また、本発明の別の実施態様にかかる記録ユニットは、液体組成物を収容する液体組成
物収容部と、液体組成物を吐出する記録ヘッドとを備えてなる記録ユニットであって、前
記液体組成物収容部に収容されている液体組成物が、上記の液体組成物であることを特徴
とする。
【００１７】
　また、本発明の別の実施態様にかかるインクジェット記録装置は、液体組成物を収容す
る液体組成物収容部と、液体組成物を吐出する記録ヘッドとを備えてなるインクジェット
記録装置であって、前記液体組成物収容部に収容されている液体組成物が、上記の液体組
成物であることを特徴とする。
【発明の効果】
【００１９】
　本発明によれば、顔料インクを用いて形成される画像の耐擦過性を、従来の技術が目的
としていた耐擦過性をはるかに上回る、優れたものとすることができる。すなわち、本発
明によれば、記録媒体の非記録部に傷が付く程の強い圧力を加えて爪で引っ掻いた場合で
も、色材がほとんど削れ落ちることがないレベルの耐擦過性に優れる画像を与えることが
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できる液体組成物が提供される。また、本発明によれば、上記で述べたような格段に高い
レベルの耐擦過性を有する画像を安定して得ることができる、インクジェット記録方法に
適用可能な画像形成方法、カートリッジ、記録ユニット、及びインクジェット記録装置を
提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２０】
　以下に、本発明の好ましい実施の形態を挙げて、詳細に説明する。本発明の最大のポイ
ントは、後述する特定の樹脂に加えて特定の変性シロキサン化合物を含有してなる液体組
成物と、顔料インクとを共に用いて画像を形成することで、前記インクを用いて形成した
画像の表面を滑りやすくすることにある。画像の表面が滑りやすくなる結果、従来のイン
ク及び液体組成物を用いて形成した画像と比較して、画像の耐擦過性を格段に向上させる
ことが可能となる。すなわち、本発明は、従来の技術のように、樹脂の造膜性のみを利用
して耐擦過性を向上させるという思想とは異なり、画像と、かかる画像と接触する物質（
例えば、爪）との摩擦力にも着目するという新しい発想に基づいてなされたものである。
その結果、本発明によれば、記録媒体の非記録部に傷が付く程の強い圧力を加えて爪で引
っ掻いた場合でも、色材が削れ落ちないだけでなく、傷跡もほとんど残らない画像を提供
することも可能となる。
【００２１】
　本発明者らの検討の結果、本発明の目的を達成するための画像と前記画像と接触する物
質（例えば、爪）との摩擦力、すなわち、画像表面の滑りやすさは、動摩擦係数を指標と
して表すことができることがわかった。動摩擦係数は、耐擦過性試験装置を用いて以下の
ように測定することができる。図１に、耐擦過性試験を説明するための模式図を示した。
【００２２】
　本試験においては、爪による引っ掻き傷と近い状態の傷を発生させる摩擦物２－３とし
て、ポリメタクリル酸メチル（ＰＭＭＡ）ボールを用いる。そして、表面性試験機（商品
名：ヘイドン　トライボギア　ＴＹＰＥ１４ＤＲ；新東科学製）を用いて下記のようにし
て、引っ掻き傷を発生させる。具体的には、図１に示したように、上方から荷重を付加し
たＰＭＭＡボールを画像面に垂直に接触させて、稼動ステージ２－１上のサンプル２－２
を所定のスピードで移動させて引っ掻き傷を発生させる。
【００２３】
　摩擦物を固定するための金具の質量は天秤機構２－５により除去されている。そして、
画像面の耐擦過性は、画像面に付与される垂直荷重（分銅２－４）で評価する。また、ス
テージを移動させた際の摩擦物に働く水平方向力は、固定金具と接続したロードセル２－
６を通して計測可能である。移動時の水平方向力と垂直荷重力との比から、摩擦物に対す
る画像面の動摩擦係数を測定することができる。
【００２４】
　本発明者らは、上述したような方法で、種々の画像について耐擦過性試験を行い、詳細
な検討を行った。その結果、コート層を有する記録媒体に画像を形成する場合、画像の動
摩擦係数が０．４０以下、さらには０．３５未満、特には０．３０以下であれば、本発明
が目的とする高いレベルの耐擦過性を満足できる画像となることを見出した。なお、動摩
擦係数の下限は０．００以上である。
【００２５】
　ここで、顔料インク（以下、単に「インク」と呼ぶことがある）で形成した画像の動摩
擦係数を０．４０以下とするために、後述する特定の樹脂と共に特定の変性シロキサン化
合物を含有する液体組成物を用いるという本発明の構成に至った経緯を説明する。先ず、
本発明者らは、上記本発明の目的を達成するために、従来より塗膜表面のスリップ性を向
上させる効果があるとされている変性シロキサン化合物の数種類を含有する液体組成物に
ついて検討を行った。しかし、上記特定の変性シロキサン化合物を含有する液体組成物を
用いて形成した画像の動摩擦係数と、上記特定の変性シロキサン化合物を含有しない液体
組成物を用いて形成した画像の動摩擦係数を比較したところ、動摩擦係数の値には違いが
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ないことがわかった。すなわち、単に、本発明者らが検討したいずれの変性シロキサン化
合物を含有する液体組成物を用いても、それだけでは、本発明が目的とする動摩擦係数に
は到底達せず、耐擦過性が十分に得られないことがわかった。このように、塗膜表面のス
リップ性を向上させる効果があるとされる変性シロキサン化合物を含有する液体組成物を
用いたにもかかわらず、形成した画像の動摩擦係数に変化が生じない理由は明確には定か
ではない。しかし、本発明者らは、この理由を、液体組成物中の変性シロキサン化合物が
、同じく液体組成物中の水性媒体と共に記録媒体の内部へ浸透することで、記録媒体上に
変性シロキサン化合物が存在しない状態になるためであると推測している。
【００２６】
　そこで、本発明者らは、液体組成物中の変性シロキサン化合物の大半を記録媒体上に残
すための構成についての検討を行った。そして、先ず、本発明者らは、変性シロキサン化
合物と樹脂とを併用し、変性シロキサン化合物の特性と、これと併用する樹脂の特性との
相乗効果を利用することを考えた。そして、疎水性が高い変性シロキサン化合物の特性を
利用し、画像を構成する顔料又は液体組成物中の樹脂に、この変性シロキサン化合物を吸
着させて、樹脂と共に記録媒体上に存在させる構成が本発明の目的を達成するために最適
であると考え、検討を進めた。
【００２７】
　先ず、本発明者らは、液体組成物中に含有させる樹脂について検討を行った。その結果
、記録媒体上で定着し、ある程度強度が大きい膜を形成することができる樹脂として、以
下の特性を有する樹脂Ａ及び樹脂Ｂの少なくとも１種を含有させることが最適であるとい
う結論に至った。すなわち、前記樹脂Ａとは、酸価が９０ｍｇＫＯＨ／ｇ以上１５０ｍｇ
ＫＯＨ／ｇ以下であり、かつ、樹脂を構成するモノマーの溶解度パラメーターより算出さ
れる樹脂の水素結合項（δｈ）が、少なくとも３．７ｃａｌ0.5／ｃｍ1.5以下の樹脂であ
る。また、前記樹脂Ｂとは、酸価が１５０ｍｇＫＯＨ／ｇを超えて２００ｍｇＫＯＨ／ｇ
以下であり、かつ、樹脂を構成するモノマーの溶解度パラメーターより算出される樹脂の
水素結合項が少なくとも１．５ｃａｌ0.5／ｃｍ1.5以下の樹脂である。ここで、樹脂の水
素結合項（δｈ）とは、その樹脂を構成するモノマー固有の溶解度パラメーターより算出
される値であるが、その詳細については後述する。
【００２８】
　なお、本発明の液体組成物の構成成分として用いることができる樹脂は、上記で述べた
樹脂Ａや樹脂Ｂに限られるものではない。すなわち、本発明で使用する特定の変性シロキ
サン化合物と共に液体組成物を構成し、該液体組成物を画像形成に用いた場合に、インク
で形成した画像の耐擦過性を、本発明が目的とする高いレベルにすることができる樹脂で
あればよい。具体的には、液体組成物を記録媒体に付与した直後に固液分離を起こし、記
録媒体上に定着する特性を有する樹脂であればよい。さらには、インク、及び、樹脂と後
述する特定の変性シロキサン化合物とを共に含有してなる液体組成物を用いて形成した基
準評価画像の動摩擦係数が０．４０以下となるように構成できるものであればよい。すな
わち、当該液体組成物を記録媒体に付与した後に記録媒体上に残り、ある程度の強度を有
する膜を形成することができる樹脂であれば、本発明の液体組成物の構成成分として用い
ることが可能である。さらには、このような特性を有し、かつ、本発明の目的を達成する
ために必須となる、後述する画像の滑り性を向上させる特定の変性シロキサン化合物と吸
着する特性を有する樹脂であれば、特に最適である。なお、本発明における「基準評価画
像」とは、樹脂と特定の変性シロキサン化合物とを共に含有する液体組成物と顔料インク
とを用いて、以下の条件で記録した画像のことである。すなわち、顔料インクで形成した
画像を少なくとも含む領域に、液体組成物１滴あたりの吐出量：３ｎｇ乃至５ｎｇ、解像
度：１，２００ｄｐｉ×１，２００ｄｐｉ、８パス双方向記録、記録デューティ：５０％
の条件で液体組成物を付与して形成した画像である。
【００２９】
　本発明者らは、検討の過程で、先に挙げた特性を有する樹脂Ａ及び樹脂Ｂの少なくとも
１種の樹脂と、先に検討した変性シロキサン化合物を含有する液体組成物とインクとを用
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化合物を用いることで、上記特性の樹脂のみを含有する液体組成物を用いて形成した画像
の耐擦過性をはるかに上回る耐擦過性を実現した画像を得ることができることがわかった
。
【００３０】
　そこで、本発明者らは、先に挙げた特性を有する樹脂と、動摩擦係数の低下に効果があ
った特定の変性シロキサン化合物を含有する液体組成物と、インクとを用いて画像を形成
し、得られた画像の動摩擦係数及び耐擦過性を調べた。その結果、画像の動摩擦係数は０
．４０以下となり、特定の変性シロキサン化合物と併用することで、上記特性を有する樹
脂のみを含有する液体組成物とインクとを用いて形成した画像の耐擦過性をはるかに上回
る耐擦過性を有する画像が得られることがわかった。
【００３１】
　以上の検討の結果から、先に説明した特性を有する樹脂Ａ及び樹脂Ｂの少なくとも１種
の樹脂と、特定の変性シロキサン化合物とを共に含有してなる液体組成物、という本発明
の最適な構成に至った。より具体的には、下記の特性を有する樹脂Ａ及び樹脂Ｂの少なく
とも１種の樹脂を用いる。樹脂Ａは、酸価が９０ｍｇＫＯＨ／ｇ以上１５０ｍｇＫＯＨ／
ｇ以下であり、かつ、樹脂を構成するモノマーの溶解度パラメーターより算出される樹脂
の水素結合項が１．０ｃａｌ0.5／ｃｍ1.5以上３．７ｃａｌ0.5／ｃｍ1.5以下の樹脂であ
る。樹脂Ｂは、酸価が１５０ｍｇＫＯＨ／ｇを超えて２００ｍｇＫＯＨ／ｇ以下であり、
かつ、樹脂を構成するモノマーの溶解度パラメーターより算出される樹脂の水素結合項が
１．０ｃａｌ0.5／ｃｍ1.5以上１．５ｃａｌ0.5／ｃｍ1.5以下の樹脂である。かかる構成
の液体組成物を用いることで、変性シロキサン化合物を記録媒体上に存在させることがで
き、その結果、変性シロキサン化合物が有する、塗膜表面のスリップ性を向上させる作用
が充分に発揮され、優れた画像の耐擦過性を達成できるのである。なお、樹脂Ａ及び樹脂
Ｂについて、樹脂を構成するモノマーの溶解度パラメーターより算出される樹脂の水素結
合項の下限を１．０ｃａｌ0.5／ｃｍ1.5以上とする理由については後述する。
【００３２】
　また、本発明者らは、様々な変性シロキサン化合物について検討を行った結果、本発明
が目的とする耐擦過性を実現するためには、以下に挙げる変性シロキサン化合物を用いる
ことを要することを見出した。具体的には、下記式（１）で表される変性シロキサン化合
物、下記式（２）で表される変性シロキサン化合物、及び下記式（３）で表される変性シ
ロキサン化合物からなる群から選ばれる少なくとも１種が最適であることを見出した。こ
れらの変性シロキサン化合物は、樹脂と共に液体組成物の成分とされ、該液体組成物と顔
料インクとを併用した、例えば、コート層を有する記録媒体への画像形成に用いられた場
合に、その基準評価画像の動摩擦係数を０．４０以下とできるものである。なお、基準評
価画像の動摩擦係数とは、先に説明した試験方法によって求められる値のことである。
【００３３】

（式（１）で表される変性シロキサン化合物の重量平均分子量は８，０００以上３０，０
００以下である。式（１）中、Ｒ1は炭素数１以上２０以下のアルキレン基であり、Ｒ2は
水素原子又は炭素数１以上２０以下のアルキル基であり、ｍは１以上２５０以下、ｎは１
以上１００以下、ａは１以上１００以下、ｂは０以上１００以下である。）
【００３４】
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（式（２）で表される変性シロキサン化合物の重量平均分子量は８，０００以上５０，０
００未満である。式（２）中、Ｒ3はそれぞれ独立に、水素原子又は炭素数１以上２０以
下のアルキル基であり、Ｒ4は炭素数１以上２０以下のアルキレン基であり、ｐは１以上
４５０以下、ｃは１以上２５０以下、ｄは０以上１００以下である。）
【００３５】

（式（３）で表される変性シロキサン化合物は、重量平均分子量が８，０００以上５０，
０００未満、かつＨＬＢが１以上７未満である。式（３）中、Ｒ5はそれぞれ独立に、水
素原子又は炭素数１以上２０以下のアルキル基であり、Ｒ6は炭素数１以上２０以下のア
ルキレン基であり、ｑは１以上１００以下、ｒは１以上１００以下、ｅは１以上１００以
下、ｆは０以上１００以下である。）
【００３６】
　上記のことは、たとえ、塗膜表面のスリップ性（滑り性）を向上させる効果を有する変
性シロキサン化合物であったとしても、必ずしも本発明の最適な効果が得られない場合が
あることを意味している。すなわち、例えば、重量平均分子量の値が上記範囲外の変性シ
ロキサン化合物を含有する液体組成物をインクと併用して画像を形成した場合には、変性
シロキサン化合物が本来有する特性が充分に得られない場合もある。この理由は明確には
定かではないが、本発明者らは、以下のように推測している。本発明の目的が達成される
メカニズムとして、樹脂と変性シロキサン化合物とが吸着することが考えられることは先
にも述べた。しかし、例えば、上記式（１）で表される変性シロキサン化合物の重量平均
分子量が３０，０００を超える場合、立体障害などの影響から、樹脂と変性シロキサン化
合物との吸着が起きにくくなる場合があると考えられる。また、上記式（２）や上記式（
３）で表される変性シロキサン化合物の重量平均分子量が５０，０００以上である場合も
立体障害などの影響から、樹脂と変性シロキサン化合物との吸着が起きにくくなる場合が
あると考えられる。その結果、このような変性シロキサン化合物は記録媒体の内部に浸透
してしまい、画像の動摩擦係数を下げることができない場合があるためと推測している。
一方、上記の、式（１）、式（２）、及び式（３）で表される変性シロキサン化合物の重
量平均分子量が８，０００未満であると、画像の表面に配向する変性シロキサン化合物が
少なくなるため、画像の動摩擦係数を下げられない場合があるためと推測している。又は
、前記重量平均分子量が８，０００未満である場合、変性シロキサン化合物そのものが記
録媒体の内部に浸透するため、画像の動摩擦係数を下げられない場合があるためと推測し
ている。
【００３７】
　本発明で使用する樹脂を規定する「樹脂を構成するモノマーの溶解度パラメーターより
算出される樹脂の水素結合項（δｈ）」について説明する。先ず、溶解度パラメーターに
ついて説明する。溶解度パラメーターは、化合物中の官能基の種類によって影響を受ける
。そして、溶解度パラメーターは複数の化合物の溶解性、すなわち、それらの化合物同士
の親和性の強さを判断する因子の一つとなるものであり、複数の化合物それぞれの溶解度
パラメーターが近いと、これらの化合物同士の溶解性が高くなる傾向がある。溶解度パラ
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メーターは、電子分布の一次的な偏りに起因する分散力項（δｄ）、双極子モーメントよ
り発生する引斥力に起因する極性項（δｐ）、活性水素や孤立電子対により発生する水素
結合に起因する水素結合項（δｈ）にわけられる。本発明においては、溶解度パラメータ
ーを樹脂に適用するが、樹脂の水素結合項（δｈ）の値が大きい程、樹脂と水との親和性
は大きくなる。樹脂の水素結合項（δｈ）は、樹脂を構成するモノマーの溶解度パラメー
ターから算出することができる。その場合、Ｋｒｅｖｅｌｅｎの提案した、有機分子を原
子団として取り扱った原子団総和法を利用して求めることができる。（Krevelen、Proper
ties of Polymer 2nd Edition、New York,154(1976)参照。）。この方法は、以下のよう
なものである。先ず、有機分子の各原子団の、モルあたりの分散力パラメーターＦｄｉ、
モルあたりの極性力パラメーターＦｐｉ、モルあたりの水素結合力パラメーターＦｈｉか
ら、溶解度パラメーターの分散力項（δｄ）、極性項（δｐ）、水素結合項（δｈ）を求
める。そして、これらの値を用いることで、下記式のようにして溶解度パラメーター（δ
）を求めることができる。本発明では、後述するように、上記の考え方を利用し、樹脂を
構成する各モノマーにおける固有の溶解度パラメーターを用いて樹脂の水素結合項（δｈ
）を算出した。

【００３８】
　本発明者らは、液体組成物中に含有させる樹脂について、溶解度パラメーター（δ）に
寄与する水素結合項（δｈ）を考慮することで、その樹脂が水性媒体と共に記録媒体の内
部に浸透するか、又は記録媒体上に残って定着するか、を判断できるという知見を得た。
溶解度パラメーター（δ）に寄与する水素結合項（δｈ）と記録媒体の内部への浸透の度
合いの関係は明確には定かではないが、本発明者らは以下のように推測している。すなわ
ち、水素結合項（δｈ）は水素結合に由来するものであり、樹脂の水素結合項が大きくな
れば、樹脂と水との親和性が高くなる傾向がある。本発明の液体組成物のように、水性媒
体を主として含有する液体組成物は、樹脂の水素結合項が大きくなるのにしたがい、樹脂
が水和し、樹脂同士の凝集性は低下する傾向にある。これに伴い、樹脂は記録媒体上で凝
集することなく、記録媒体の内部に浸透しやすくなり、記録媒体上に残る樹脂の割合が低
下する傾向があると推測している。
【００３９】
　本発明者らの検討によれば、樹脂の酸価によりその好適な範囲は異なるが、後述の、樹
脂を構成するモノマーの溶解度パラメーターより算出される樹脂の水素結合項の値を有す
る樹脂Ａ及び／又は樹脂Ｂを液体組成物の構成成分として用いることが好ましい。すなわ
ち、酸価が９０ｍｇＫＯＨ／ｇ以上１５０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下である樹脂（樹脂Ａ）と、
酸価が１５０ｍｇＫＯＨ／ｇを超えて２００ｍｇＫＯＨ／ｇ以下である樹脂（樹脂Ｂ）と
では、前記水素結合項の好適な範囲が以下のように異なる。前記の範囲の酸価を有する樹
脂Ａの場合、樹脂を構成するモノマーの溶解度パラメーターより算出される樹脂の水素結
合項（δｈ）の値が１．０ｃａｌ0.5／ｃｍ1.5以上３．７ｃａｌ0.5／ｃｍ1.5以下である
ことが好ましい。また、前記の範囲の酸価を有する樹脂Ｂの場合、樹脂を構成するモノマ
ーの溶解度パラメーターより算出される樹脂の水素結合項（δｈ）の値が１．０ｃａｌ0.

5／ｃｍ1.5以上１．５ｃａｌ0.5／ｃｍ1.5以下であることが好ましい。この結果、上記本
発明の効果を達成し得る樹脂を的確に選択することが可能となる。
【００４０】
［液体組成物］
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　以下、本発明の液体組成物を構成する各成分について説明する。なお、本発明の液体組
成物は、実質的に無色又は淡色であることが好ましい。ここで、「実質的に無色又は淡色
であること」とは、インクで形成した画像を含む領域に液体組成物を付与した場合に、画
像濃度が実質的に低下しないことを意味する。より具体的には、液体組成物が、４００ｎ
ｍ乃至７００ｎｍの可視領域に極大吸収波長を有さないことが好ましく、かかる条件を満
たす液体組成物が多少濁ったような状態であってもよい。また、液体組成物を付与した画
像の画像濃度と、付与していない画像の画像濃度の差が、０．３以下、さらには０．１以
下となるようにすることが好ましい。本発明の液体組成物がこのような特性を有すること
は、例えば、液体組成物が色材を含有しないことで達成することができる。
【００４１】
＜変性シロキサン化合物＞
　本発明の液体組成物に用いる変性シロキサン化合物は、下記式（１）で表される変性シ
ロキサン化合物、下記式（２）で表される変性シロキサン化合物、及び下記式（３）で表
される変性シロキサン化合物からなる群から選ばれる少なくとも１種である。
【００４２】
　なお、下記の、式（１）、式（２）、及び式（３）で表される変性シロキサン化合物中
において、（Ｃ2Ｈ4Ｏ）はエチレンオキサイドユニット、（Ｃ3Ｈ6Ｏ）はプロピレンオキ
サイドユニットをそれぞれ示す。各変性シロキサン化合物中においては、エチレンオキサ
イドユニットとプロピレンオキサイドユニットとがその構造中に存在する状態は、ランダ
ムの形態やブロックの形態など、どのような状態で存在していてもよい。しかし、本発明
において、これらは、ランダムの形態又はブロックの形態で存在していることが好ましい
。ここで、各ユニットがランダムの状態で存在することとは、エチレンオキサイドユニッ
トとプロピレンオキサイドユニットとが不規則に配列していることを意味している。また
、各ユニットがブロックの状態で存在することとは、各ブロックがそれぞれいくつかの上
記ユニットを単位として構成され、このように構成されたブロックが規則的に配列してい
ることを意味している。
【００４３】
［式（１）の化合物］

（式（１）で表される変性シロキサン化合物の重量平均分子量は８，０００以上３０，０
００以下である。式（１）中、Ｒ1は炭素数１以上２０以下のアルキレン基であり、Ｒ2は
水素原子又は炭素数１以上２０以下のアルキル基であり、ｍは１以上２５０以下、ｎは１
以上１００以下、ａは１以上１００以下、ｂは０以上１００以下である。）
【００４４】
　Ｒ1は炭素数１以上１０以下のアルキレン基であることが好ましく、さらには、エチレ
ン基、プロピレン基、及びブチレン基などが特に好ましい。Ｒ2は炭素数１以上１０以下
のアルキル基であることが好ましく、さらには、エチル基、又はプロピル基が好ましい。
ｍは１以上２５０以下、さらには１以上１００以下、特には１以上５０以下であることが
好ましい。ｎは１以上１００以下、さらには１以上５０以下であることが好ましい。ａは
１以上１００以下、さらには１以上５０以下であることが好ましい。ｂは０以上１００以
下、さらには１以上５０以下であることが好ましい。
　本発明で使用する上記式（１）で表される化合物は、下記式で表されるような２種の化
合物の付加反応で得られる。すなわち、ｎ個のＳｉに結合したｎ個の水素原子を有するポ
リシロキサンと、末端に１のアルケン基と、エチレンオキサイドユニット及び／又はプロ
ピレンオキサイドユニットとをもつ構造の化合物との付加反応で得られる。具体的には、
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は１以上２５０以下、ｎは１以上１００以下、ａは１以上１００以下、ｂは０以上１００
以下である。Ｒは、炭素数１以上２０以下のアルケン基である。

【００４５】
［式（２）の化合物］

（式（２）で表される変性シロキサン化合物の重量平均分子量は８，０００以上５０，０
００未満である。式（２）中、Ｒ3はそれぞれ独立に、水素原子又は炭素数１以上２０以
下のアルキル基であり、Ｒ4は炭素数１以上２０以下のアルキレン基であり、ｐは１以上
４５０以下、ｃは１以上２５０以下、ｄは０以上１００以下である。）
【００４６】
　Ｒ3は水素原子又は炭素数１以上１０以下のアルキル基であることが好ましく、さらに
は、水素原子、エチル基、又はプロピル基が好ましい。また、Ｒ4は、炭素数１以上１０
以下のアルキレン基であることが好ましく、さらには、エチレン基、プロピレン基、及び
ブチレン基などが特に好ましい。ｐは１以上４５０以下、さらには１以上１００以下、特
には１以上５０以下であることが好ましい。
　本発明で使用する上記式（２）で表される化合物は、下記式で表されるような２種の化
合物の付加反応で得られる。すなわち、両末端のＳｉに水素原子を有するポリシロキサン
と、末端に１のアルケン基と、エチレンオキサイドユニット及び／又はプロピレンオキサ
イドユニットとをもつ構造の化合物との付加反応で得られる。具体的には、ポリシロキサ
ンの水素原子に、アルケン基が付加することで得られる。これらの式中のｐは１以上４５
０以下、ｃは１以上２５０以下、ｄは０以上１００以下である。Ｒは、炭素数１以上２０
以下のアルケン基である。

【００４７】
［式（３）の化合物］
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（式（３）で表される変性シロキサン化合物は、重量平均分子量が８，０００以上５０，
０００未満、かつＨＬＢが１以上７未満である。式（３）中、Ｒ5はそれぞれ独立に、水
素原子又は炭素数１以上２０以下のアルキル基であり、Ｒ6は炭素数１以上２０以下のア
ルキレン基であり、ｑは１以上１００以下、ｒは１以上１００以下、ｅは１以上１００以
下、ｆは０以上１００以下である。）
【００４８】
　Ｒ5は水素原子又は炭素数１以上１０以下のアルキル基であることが好ましく、さらに
は、水素原子、エチル基、又はプロピル基が好ましい。また、Ｒ6は、炭素数１以上１０
以下のアルキレン基であることが好ましく、さらには、エチレン基、プロピレン基、及び
ブチレン基などが特に好ましい。ｅは１以上１００以下、さらには１以上５０以下である
ことが好ましい。ｆは１以上１００以下、さらには１以上５０以下であることが好ましい
。
　本発明で使用する上記式（３）で表される化合物は、下記式で表されるような２種の化
合物の付加反応で得られる。すなわち、両末端のＳｉに水素原子を有するポリシロキサン
と、両末端のアルケン基と、エチレンオキサイドユニット及び／又はプロピレンオキサイ
ドユニットとをもつ構造の化合物との付加反応で得られる。具体的には、ポリシロキサン
の水素原子に、アルケン基が付加することで得られる。これらの式中のｑは１以上１００
以下、ｒは１以上１００以下、ｅは１以上１００以下、ｆは０以上１００以下である。Ｒ
は、炭素数１以上２０以下のアルケン基である。

【００４９】
　なお、本発明が目的とする高いレベルの耐擦過性を有する画像が得られれば、上記の、
式（１）、式（２）、及び式（３）で表される変性シロキサン化合物からなる群から選ば
れる少なくとも１種の変性シロキサン化合物は、いずれのものも用いることができる。し
かし、本発明者らの詳細な検討の結果、特に、以下の重量平均分子量を有する変性シロキ
サン化合物を用いることが特に好ましい。具体的には、上記式（１）で表される変性シロ
キサン化合物の場合、その重量平均分子量（ＭＷ）が８，０００以上３０，０００以下、
さらには８，５００以上３０，０００以下であることが特に好ましい。上記式（２）又は
上記式（３）で表される変性シロキサン化合物の場合、これらの重量平均分子量（ＭＷ）
が８，０００以上５０，０００未満、さらには８，５００以上３０，０００以下であるこ
とが特に好ましい。なお、前記重量平均分子量（ＭＷ）は、ゲルパーミエーションクロマ
トグラフィー（ＧＰＣ）により測定される分子量分布における、ポリスチレン換算の重量
平均分子量である。なお、本発明で使用する変性シロキサン化合物は、それぞれ前記した
ようにして得られるが、原料として使用するポリシロキサンやアルケン基を有する化合物
は、種々の分子量をもつものの混合物であるため、その分子量は、平均分子量として求め
られる。
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【００５０】
　本発明者らの検討の結果、上記式（１）で表される変性シロキサン化合物の中でも、特
定のＨＬＢ（グリフィン法により算出された値）を有する変性シロキサン化合物を用いる
ことが好ましいことがわかった。すなわち、上記式（１）で表される変性シロキサン化合
物は、そのＨＬＢが１以上１１以下、さらには５以上１１以下であることが好ましい。
【００５１】
　本発明の液体組成物に上記式（１）で表される変性シロキサン化合物を用いる場合、そ
の重量平均分子量、さらにはＨＬＢを上記範囲とすることで、液体組成物が記録媒体に付
与された場合に、記録媒体の内部に浸透する前記変性シロキサン化合物がより減少する。
この結果、上記式（１）で表される変性シロキサン化合物が記録媒体上に残りやすくなる
。そのため、液体組成物中の変性シロキサン化合物の含有量が少ない場合であっても、画
像の動摩擦係数を効果的に下げることができる。前記条件を満たし、本発明において特に
好ましく用いることができる上記式（１）で表される変性シロキサン化合物としては、下
記のものが挙げられる。例えば、ＦＺ－２１０４、ＦＺ－２１３０、ＦＺ－２１９１（以
上、東レ・ダウコーニング製）、ＫＦ－６１５Ａ（信越化学製）、ＴＳＦ４４５２（ＧＥ
東芝シリコーン製）などが挙げられる。勿論、本発明はこれらに限られるものではない。
【００５２】
　本発明の液体組成物に上記式（２）で表される変性シロキサン化合物を用いる場合、そ
の重量平均分子量を上記範囲とすることで、液体組成物が記録媒体に付与された場合に、
記録媒体の内部に浸透する前記変性シロキサン化合物がより減少する。この結果、上記式
（２）で表される変性シロキサン化合物が記録媒体上に残りやすくなる。そのため、液体
組成物中の上記式（２）で表される変性シロキサン化合物の含有量が少ない場合であって
も、画像の動摩擦係数を効果的に下げることができる。前記条件を満たし、本発明におい
て特に好ましく用いることができる上記式（２）で表される変性シロキサン化合物として
は、例えば、ＢＹＫ３３３（ビックケミー製）などが挙げられる。勿論、本発明はこれら
に限られるものではない。
【００５３】
　本発明者らの検討の結果、上記式（３）で表される変性シロキサン化合物の中でも、特
定のＨＬＢ（グリフィン法により算出された値）を有する変性シロキサン化合物を用いる
ことが好ましいことがわかった。すなわち、本発明では、上記式（３）で表される変性シ
ロキサン化合物として、そのＨＬＢが１以上７未満であるものを使用する。
【００５４】
　本発明の液体組成物に上記式（３）で表される変性シロキサン化合物を用いる場合、そ
の重量平均分子量、さらにはＨＬＢを上記範囲とすることで、液体組成物が記録媒体に付
与された場合に、記録媒体の内部に浸透する前記変性シロキサン化合物がより減少する。
この結果、上記式（３）で表される変性シロキサン化合物が記録媒体上に残りやすくなる
。そのため、液体組成物中の上記式（３）で表される変性シロキサン化合物の含有量が少
ない場合であっても、画像の動摩擦係数を効果的に下げることができる。前記条件を満た
し、本発明において特に好ましく用いることができる上記式（３）で表される変性シロキ
サン化合物としては、下記のものが挙げられる。例えば、ＦＺ－２２０３、ＦＺ－２２０
７、ＦＺ－２２２２、ＦＺ－２２３１（以上、東レ・ダウコーニング製）などが挙げられ
る。勿論、本発明はこれらに限られるものではない。
【００５５】
　上記で述べたように、変性シロキサン化合物の重量平均分子量（ＭＷ）は、テトラヒド
ロフラン（ＴＨＦ）を移動相としたゲルパーミエーションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）
により測定することができる。本発明で使用した測定方法は、以下の通りである。なお、
本発明における、フィルター、カラム、標準ポリスチレン試料及びその分子量などの測定
条件は、下記に限られるものではない。
【００５６】
　先ず、測定対象の試料をテトラヒドロフラン（ＴＨＦ）に入れて数時間静置して溶解し
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、溶液を調製する。その後、ポアサイズ０．４５μｍの耐溶剤性メンブランフィルター（
例えば、商品名：ＴＩＴＡＮ２　Ｓｙｒｉｎｇｅ　Ｆｉｌｔｅｒ、ＰＴＦＥ、０．４５μ
ｍ；ＳＵＮ－ＳＲｉ製）で前記溶液をろ過して試料溶液とする。なお、試料溶液中の試料
の濃度は、変性シロキサン化合物の含有量が０．１質量％乃至０．５質量％になるように
調整する。
【００５７】
　ＧＰＣには、ＲＩ検出器（Ｒｅｆｒａｃｔｉｖｅ　Ｉｎｄｅｘ　Ｄｅｔｅｃｔｏｒ）を
用いる。また、１０3乃至２×１０6の分子量の範囲を正確に測定するために、市販のポリ
スチレンジェルカラムを複数本組み合わせることが好ましい。例えば、Ｓｈｏｄｅｘ　Ｋ
Ｆ－８０６Ｍ（昭和電工製）を４本組み合わせて用いることや、これに相当するものを用
いることができる。４０．０℃のヒートチャンバー中で安定化したカラムに移動相として
ＴＨＦを流速１ｍＬ／ｍｉｎで流し、上記の試料溶液を約０．１ｍＬ注入する。
【００５８】
　試料の重量平均分子量は、標準ポリスチレン試料で作成した分子量検量線を用いて決定
する。標準ポリスチレン試料は、分子量が１０2乃至１０7程度のもの（例えば、Ｐｏｌｙ
ｍｅｒ　Ｌａｂｏｒａｔｏｒｉｅｓ製）を用い、また、少なくとも１０種程度の標準ポリ
スチレン試料を用いるのが適切である。
【００５９】
　液体組成物中の変性シロキサン化合物の含有量（質量％）は、液体組成物全質量を基準
として、０．２質量％以上５．０質量％以下、さらには０．５質量％以上３．０質量％未
満であることが好ましい。中でも、上記式（２）で表される変性シロキサン化合物を用い
る場合、インク中の前記変性シロキサン化合物の含有量（質量％）は、１．０質量％以上
３．０質量％未満であることが特に好ましい。変性シロキサン化合物の含有量が０．５質
量％以上であると、変性シロキサン化合物を記録媒体上に十分残すことができ、画像の耐
擦過性が特に優れたものとなる。一方、変性シロキサン化合物の含有量が３．０質量％未
満であると、例えばコゲーションなどの影響による吐出不良がほとんど発生することがな
いため、特に好ましい。
【００６０】
＜樹脂＞
　本発明の液体組成物に用いる樹脂は、先に述べたように、液体組成物を記録媒体に付与
した後に記録媒体上に残り、ある程度の強度を有する膜を形成することができる樹脂であ
れば、いずれのものも用いることができる。しかし、本発明者らの検討の結果、インクジ
ェット用とした場合に特に問題となる樹脂に起因する吐出口の濡れ現象を抑制するために
は、以下のような特性を有する樹脂Ａ及び樹脂Ｂの少なくとも１種の樹脂を用いることが
最適であることがわかった。
【００６１】
　なお、本発明で規定する「樹脂を構成するモノマーの溶解度パラメーターより算出され
る樹脂の水素結合項（δｈ）」は、具体的には、下記のようにして求めた値である。先ず
、対象とする樹脂を構成する各モノマーについて、モノマー固有の溶解度パラメーターよ
り、樹脂を構成する各モノマーの水素結合項（δｈ）を算出する。次に、上記で得られた
樹脂を構成する各モノマーの水素結合項（δｈ）に、樹脂を構成する各モノマーの組成（
質量）比（合計を１とした組成比）をかけた値をそれぞれ求め、得られた値を足し合わせ
ることによって樹脂の水素結合項（δｈ）を求める。
【００６２】
　本発明の液体組成物を構成する樹脂は、その酸価が９０ｍｇＫＯＨ／ｇを下回ると、樹
脂をアルカリで溶解できない場合や、液体組成物を長期間保存する際に、樹脂が析出する
場合がある。さらに、酸価が９０ｍｇＫＯＨ／ｇを下回る場合に、本発明が目的とする耐
擦過性を得るのに充分な含有量の樹脂を液体組成物に含有させ、かかる液体組成物をサー
マルタイプのインクジェット方法で吐出すると、安定な吐出性を維持するのが困難となる
場合がある。このため、樹脂の酸価は９０ｍｇＫＯＨ／ｇ以上とすることが好ましい。一
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方、樹脂の酸価が１５０ｍｇＫＯＨ／ｇを超える場合、樹脂が液体組成物中の水性媒体と
共に記録媒体の内部に浸透しやすくなり、本発明が目的とする高いレベルの耐擦過性が得
られない場合がある。したがって、樹脂の酸価が１５０ｍｇＫＯＨ／ｇを超える場合は、
樹脂を構成するモノマーの溶解度パラメーターより算出される樹脂の水素結合項（δｈ）
を１．５ｃａｌ0.5／ｃｍ1.5以下とすることが好ましい。しかし、樹脂の酸価が２００ｍ
ｇＫＯＨ／ｇを上回ると、樹脂の水素結合項（δｈ）をどのように規定しても、本発明が
目的とする高いレベルの耐擦過性を得るのに十分な量の樹脂を記録媒体上へ残すことがで
きない場合がある。このため、樹脂の酸価は２００ｍｇＫＯＨ／ｇ以下とすることが好ま
しい。
【００６３】
　さらに、本発明の液体組成物を構成する樹脂Ａや樹脂Ｂは、樹脂を構成するモノマーの
溶解度パラメーターより算出される樹脂の水素結合項（δｈ）が１．０ｃａｌ0.5／ｃｍ1

.5を下回ると、樹脂に起因する吐出口の濡れ現象が顕著となる場合がある。この結果、液
滴の飛行曲がりが起こるなど、吐出性が低下する場合がある。このため、樹脂Ａ及び樹脂
Ｂを構成するモノマーの溶解度パラメーターより算出される樹脂の水素結合項（δｈ）は
１．０ｃａｌ0.5／ｃｍ1.5以上とすることが好ましい。一方、樹脂を構成するモノマーの
溶解度パラメーターより算出される樹脂の水素結合項が３．７ｃａｌ0.5／ｃｍ1.5を上回
ると、樹脂の酸価をどのように規定しても、樹脂が液体組成物中の水性媒体と共に記録媒
体の内部に浸透しやすくなる場合がある。このため、本発明が目的とする耐擦過性が得ら
れない場合がある。
【００６４】
　これらのことをまとめると、本発明の液体組成物を構成する最適な樹脂としては、以下
に挙げる範囲内の、酸価及び水素結合項（δｈ）を組み合わせた特性を有する樹脂Ａ及び
樹脂Ｂの少なくとも１種の樹脂を用いる。樹脂Ａは、酸価が９０ｍｇＫＯＨ／ｇ以上１５
０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下のものである。そして、樹脂Ａは、これに加えて、樹脂を構成する
モノマーの溶解度パラメーターより算出される樹脂の水素結合項（δｈ）が、１．０ｃａ
ｌ0.5／ｃｍ1.5以上３．７ｃａｌ0.5／ｃｍ1.5以下の範囲内であるという特性を有するも
のである。さらに好適な樹脂Ａとしては、樹脂を構成するモノマーの溶解度パラメーター
より算出される樹脂の水素結合項（δｈ）が１．０ｃａｌ0.5／ｃｍ1.5以上３．２ｃａｌ
0.5／ｃｍ1.5以下のものが挙げられる。特には、樹脂Ａは、樹脂を構成するモノマーの溶
解度パラメーターより算出される樹脂の水素結合項（δｈ）が、１．２ｃａｌ0.5／ｃｍ1

.5以上１．８ｃａｌ0.5／ｃｍ1.5以下のものであることが好ましい。これに対し、樹脂Ｂ
は、酸価が１５０ｍｇＫＯＨ／ｇを超えて２００ｍｇＫＯＨ／ｇ以下のものである。そし
て、樹脂Ｂは、これに加えて、樹脂を構成するモノマーの溶解度パラメーターより算出さ
れる樹脂の水素結合項（δｈ）が１．０ｃａｌ0.5／ｃｍ1.5以上１．５ｃａｌ0.5／ｃｍ1

.5以下の範囲内であるという特性を有するものである。さらに好適な樹脂Ｂとしては、樹
脂を構成するモノマーの溶解度パラメーターより算出される樹脂の水素結合項（δｈ）が
１．２ｃａｌ0.5／ｃｍ1.5以上１．５ｃａｌ0.5／ｃｍ1.5以下のものが挙げられる。
【００６５】
　本発明の液体組成物に用いる樹脂を構成するモノマーは、樹脂の酸価及び樹脂の水素結
合項（δｈ）の値が、上述のような特性を有する樹脂とすることができるものであれば、
いずれのものも用いることができる。具体的には、樹脂を構成するモノマーとしては、以
下に挙げるモノマーなどを適宜に用いることができる。
【００６６】
　スチレン、α－メチルスチレンなど。エチルアクリレート、ｎ－ブチルアクリレート、
ｎ－ヘキシルアクリレート、メチルメタクリレート、ベンジルメタクリレートなど。アク
リル酸、メタクリル酸、クロトン酸、エタアクリル酸、プロピルアクリル酸、イソプロピ
ルアクリル酸、イタコン酸、フマール酸などのカルボキシル基を有するモノマーなど。ス
チレンスルホン酸、スルホン酸－２－プロピルアクリルアミド、アクリル酸－２－スルホ
ン酸エチル、メタクリル酸－２－スルホン酸エチル、ブチルアクリルアミドスルホン酸な
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どのスルホン酸基を有するモノマーなど。メタクリル酸－２－ホスホン酸エチル、アクリ
ル酸－２－ホスホン酸エチルなどのホスホン酸基を有するモノマーなど。
【００６７】
　本発明においては、前記樹脂Ａを用いる場合、上記で挙げたモノマーの中でも、スチレ
ン、ｎ－ブチルアクリレート、及びベンジルメタクリレートからなる群から選ばれる少な
くとも１種のモノマーを含むことが好ましい。さらには、樹脂Ａを構成するモノマーが、
スチレン及びｎ－ブチルアクリレートを共に有することがより好ましい。このとき、樹脂
Ａを構成するモノマーの中で、スチレンを基準としたｎ－ブチルアクリレートの質量比率
（ｎ－ブチルアクリレート／スチレン）が、０．２を超えて０．３５未満であることが特
に好ましい。また、前記樹脂Ｂを用いる場合、上記で挙げたモノマーの中でも、スチレン
、及びα－メチルスチレンからなる群から選ばれる少なくとも１種のモノマーを含むこと
が好ましい。さらには、樹脂Ｂを構成するモノマーがスチレン及びα－メチルスチレンを
共に有することがより好ましい。このとき、樹脂Ｂを構成するモノマーの中で、スチレン
を基準としたα－メチルスチレンの質量比率（α－メチルスチレン／スチレン）が、０．
９０以下であることが特に好ましい。なお、本発明においては、エチレンオキサイドなど
のノニオン性基を有するモノマーを用いると、記録媒体上で形成した膜の強度が小さくな
る場合があるため、あまり好ましくない。
【００６８】
　樹脂（樹脂Ａ及び樹脂Ｂの少なくとも１種の樹脂）の重量平均分子量は、５，０００以
上１５，０００以下、さらには６，０００以上９，０００以下であることが好ましい。重
量平均分子量が上記範囲である樹脂は、液体組成物を記録媒体に付与した後に記録媒体上
に残りやすく、さらに立体障害の影響を受けにくい。このため、樹脂が変性シロキサン化
合物と吸着しやすくなり、画像の動摩擦係数を特に効果的に下げることができる。
【００６９】
　液体組成物中の樹脂（樹脂Ａ及び樹脂Ｂの少なくとも１種の樹脂）の含有量（質量％）
は、液体組成物全質量を基準として、０．５質量％以上５．０質量％以下、さらには２．
５質量％以上４．０質量％以下であることが好ましい。樹脂の含有量が上記範囲であると
、耐擦過性を十分に得ることができる量の樹脂を記録媒体上に残すことができる。さらに
、樹脂の含有量が上記範囲であると、樹脂に起因する吐出口の濡れ現象を抑制することが
でき、液滴の飛行曲がりなどの、吐出性の低下が起こりにくい。
【００７０】
＜水性媒体＞
　本発明の液体組成物には、水、又は水及び水溶性有機溶剤の混合溶媒である水性媒体を
用いることができる。液体組成物中の水溶性有機溶剤の含有量（質量％）は、液体組成物
全質量を基準として、３．０質量％以上５０．０質量％以下であることが好ましい。
【００７１】
　水溶性有機溶剤は、水溶性であれば特に制限はなく、以下に挙げるようなものを１種又
は２種以上組み合わせて用いることができる。具体的には、例えば、以下の水溶性有機溶
剤を用いることができる。１，３－ブタンジオール、１，５－ペンタンジオール、１，２
－ヘキサンジオール、１，６－ヘキサンジオールなどのアルカンジオール。ジエチレング
リコールモノメチル（又はエチル）エーテル、トリエチレングリコールモノエチル（又は
ブチル）エーテルなどのグリコールエーテル。エタノール、イソプロパノール、ｎ－ブタ
ノール、イソブタノール、第二ブタノール、第三ブタノールなどの炭素数１乃至４のアル
キルアルコール。Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアセトアミドなどの
カルボン酸アミド。アセトン、メチルエチルケトン、２－メチル－２－ヒドロキシペンタ
ン－４－オンなどのケトン又はケトアルコール。テトラヒドロフラン、ジオキサンなどの
環状エーテル。グリセリン。エチレングリコール、ジエチレングリコール、トリエチレン
グリコール、テトラエチレングリコールなどのエチレングリコール類。１，２－又は１，
３－プロピレングリコール、１，２－又は１，４－ブチレングリコール、平均分子量２０
０乃至１，０００のポリエチレングリコール、チオジグリコール、１，２，６－ヘキサン
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トリオール、アセチレングリコール誘導体などのグリコール類。２－ピロリドン、Ｎ－メ
チル－２－ピロリドン、１，３－ジメチル－２－イミダゾリジノン、Ｎ－メチルモルホリ
ンなどの複素環類。ジメチルスルホキシドなどの含硫黄化合物など。
【００７２】
　水は脱イオン水（イオン交換水）を用いることが好ましい。液体組成物中の水の含有量
（質量％）は、液体組成物全質量を基準として、５０．０質量％以上９５．０質量％以下
であることが好ましい。
【００７３】
＜その他の成分＞
　本発明の液体組成物には、上記成分の他に、尿素、尿素誘導体、トリメチロールプロパ
ン、トリメチロールエタンなどの保湿性固形分を含有してもよい。液体組成物中の保湿性
固形分の含有量（質量％）は、液体組成物全質量を基準として、０．１質量％以上２０．
０質量％以下、さらには３．０質量％以上１０．０質量％以下であることが好ましい。
【００７４】
　さらに、必要に応じて所望の物性値を有する液体組成物とするために、ｐＨ調整剤、防
錆剤、防腐剤、防黴剤、酸化防止剤、還元防止剤などの種々の添加剤を含有してもよい。
【００７５】
［顔料インク］
　以下、本発明の画像形成方法などにおいて、上記本発明の液体組成物と共に用いる顔料
インクを構成する各成分について説明する。
＜顔料＞
　インクには、分散剤を用いて顔料を分散する樹脂分散タイプの顔料（樹脂分散型顔料）
や、顔料粒子の表面に親水性基を導入した自己分散タイプの顔料（自己分散型顔料）を用
いることができる。また、顔料粒子の表面に高分子を含む有機基を化学的に結合した顔料
（樹脂結合型自己分散顔料）、顔料の分散性を高めて分散剤などを用いることなく分散可
能としたマイクロカプセル型顔料なども用いることができる。勿論、これらの分散方法の
異なる顔料を組み合わせて用いてもよい。インク中の顔料の含有量（質量％）は、インク
全質量を基準として０．１質量％以上１５．０質量％以下、さらには１．０質量％以上１
０．０質量％以下であることが好ましい。
【００７６】
　ブラックインクには、ファーネスブラック、ランプブラック、アセチレンブラック、チ
ャンネルブラックなどのカーボンブラックを顔料として用いることが好ましい。具体的に
は、例えば、以下の市販品などを用いることができる。
【００７７】
　レイヴァン：１１７０、１１９０ＵＬＴＲＡ－II、１２００、１２５０、１２５５、１
５００、２０００、３５００、５０００ＵＬＴＲＡ、５２５０、５７５０、７０００（以
上、コロンビア製）。ブラックパールズＬ、リーガル：３３０Ｒ、４００Ｒ、６６０Ｒ、
モウグルＬ、モナク：７００、８００、８８０、９００、１０００、１１００、１３００
、１４００、２０００、ヴァルカンＸＣ－７２Ｒ（以上、キャボット製）。カラーブラッ
ク：ＦＷ１、ＦＷ２、ＦＷ２Ｖ、ＦＷ１８、ＦＷ２００、Ｓ１５０、Ｓ１６０、Ｓ１７０
、プリンテックス：３５、Ｕ、Ｖ、１４０Ｕ、１４０Ｖ、スペシャルブラック：６、５、
４Ａ、４（以上、デグッサ製）。Ｎｏ．２５、Ｎｏ．３３、Ｎｏ．４０、Ｎｏ．４７、Ｎ
ｏ．５２、Ｎｏ．９００、Ｎｏ．２３００、ＭＣＦ－８８、ＭＡ６００、ＭＡ７、ＭＡ８
、ＭＡ１００（以上、三菱化学製）。
【００７８】
　また、新たに調製したカーボンブラックを用いることもできる。勿論、本発明はこれら
に限定されるものではなく、従来のカーボンブラックをいずれも用いることができる。ま
た、カーボンブラックに限定されず、マグネタイト、フェライトなどの磁性体微粒子や、
チタンブラックなどを顔料として用いてもよい。
【００７９】
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　カラーインクには、有機顔料を顔料として用いることが好ましい。具体的には、例えば
、以下のものを用いることができる。
　トルイジンレッド、トルイジンマルーン、ハンザイエロー、ベンジジンイエロー、ピラ
ゾロンレッドなどの水不溶性アゾ顔料。リトールレッド、ヘリオボルドー、ピグメントス
カーレット、パーマネントレッド２Ｂなどの水溶性アゾ顔料。アリザリン、インダントロ
ン、チオインジゴマルーンなどの建染染料からの誘導体。フタロシアニンブルー、フタロ
シアニングリーンなどのフタロシアニン系顔料。キナクリドンレッド、キナクリドンマゼ
ンタなどのキナクリドン系顔料。ペリレンレッド、ペリレンスカーレットなどのペリレン
系顔料。イソインドリノンイエロー、イソインドリノンオレンジなどのイソインドリノン
系顔料。ベンズイミダゾロンイエロー、ベンズイミダゾロンオレンジ、ベンズイミダゾロ
ンレッドなどのイミダゾロン系顔料。ピランスロンレッド、ピランスロンオレンジなどの
ピランスロン系顔料。インジゴ系顔料、縮合アゾ系顔料、チオインジゴ系顔料、ジケトピ
ロロピロール系顔料。フラバンスロンイエロー、アシルアミドイエロー、キノフタロンイ
エロー、ニッケルアゾイエロー、銅アゾメチンイエロー、ペリノンオレンジ、アンスロン
オレンジ、ジアンスラキノニルレッド、ジオキサジンバイオレットなど。勿論、本発明は
これらに限定されるものではない。
【００８０】
　また、有機顔料をカラーインデックス（Ｃ．Ｉ．）ナンバーで示すと、例えば、以下の
ものを用いることができる。Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー：１２、１３、１４、１７、２
０、２４、７４、８３、８６、９３、９７、１０９、１１０、１１７など。同：１２０、
１２５、１２８、１３７、１３８、１４７、１４８、１５０、１５１、１５３、１５４、
１６６、１６８、１８０、１８５など。Ｃ．Ｉ．ピグメントオレンジ：１６、３６、４３
、５１、５５、５９、６１、７１など。Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド：９、４８、４９、５
２、５３、５７、９７、１２２、１２３、１４９、１６８、１７５など。同：１７６、１
７７、１８０、１９２、２１５、２１６、２１７、２２０、２２３、２２４、２２６、２
２７、２２８、２３８、２４０、２５４、２５５、２７２など。Ｃ．Ｉ．ピグメントバイ
オレット：１９、２３、２９、３０、３７、４０、５０など。Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー
：１５、１５：１、１５：３、１５：４、１５：６、２２、６０、６４など。Ｃ．Ｉ．ピ
グメントグリーン７、３６など。Ｃ．Ｉ．ピグメントブラウン２３、２５、２６など。勿
論、本発明はこれらに限定されるものではない。
【００８１】
＜樹脂＞
　インクには、樹脂を用いてもよい。樹脂としては、顔料を水性媒体中に分散するための
分散剤として用いても、又はインクに添加するだけでもよい。このときの樹脂は、いずれ
のものも用いることができるが、本発明の目的である耐擦過性を得るためには、以下に示
すような特性を有する樹脂を用いることが好ましい。すなわち、本発明にかかる液体組成
物に用いる樹脂、つまり、液体組成物を記録媒体に付与した後に記録媒体上に残り、ある
程度の強度を有する膜を形成することができる樹脂を用いることが好ましい。さらには、
液体組成物とインクとを組み合わせて用いる場合に、これらの液体組成物とインクとに用
いる樹脂を揃えることが特に好ましい。特に、液体組成物とインクとに用いる樹脂が同じ
ものである、つまり樹脂の特性（酸価や樹脂を構成するモノマーの溶解度パラメーターよ
り算出される樹脂の水素結合項（δｈ））が同じであることが好ましい。これらのような
場合、インクに用いる樹脂は、上記で説明した本発明の液体組成物に用いることができる
樹脂と同様の特性を有するものとすることができる。
【００８２】
　樹脂を構成するモノマーは、具体的には、以下のものが挙げられ、これらのうち少なく
とも２つのモノマーで構成される樹脂が挙げられる。このとき、少なくとも１つは親水性
のモノマーであることが好ましい。スチレン、ビニルナフタレン、α，β－エチレン性不
飽和カルボン酸の脂肪族アルコールエステル、アクリル酸、マレイン酸、イタコン酸、フ
マール酸、酢酸ビニル、ビニルピロリドン、アクリルアミド、又はこれらの誘導体など。
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また、樹脂の形態は、ブロック共重合体、ランダム共重合体、グラフト共重合体、又はこ
れらの塩などが挙げられる。さらに、ロジン、シェラック、デンプンなどの天然樹脂を用
いてもよい。これらの樹脂は、塩基を溶解した水溶液に可溶であり、アルカリ可溶型樹脂
である。
【００８３】
　インク中の樹脂の含有量（質量％）は、インク全質量を基準として、０．５質量％以上
５．０質量％以下であることが好ましい。また、樹脂の重量平均分子量は、１，０００以
上１５，０００以下であることが好ましい。さらに、樹脂の酸価は、９０ｍｇＫＯＨ／ｇ
以上２００ｍｇＫＯＨ／ｇ以下であることが好ましい。
【００８４】
＜水性媒体＞
　インクには、水、又は水及び水溶性有機溶剤の混合溶媒である水性媒体を用いることが
できる。インク中の水溶性有機溶剤の含有量（質量％）は、インク全質量を基準として、
３．０質量％以上５０．０質量％以下であることが好ましい。
【００８５】
　水溶性有機溶剤は、水溶性であれば特に制限はなく、以下に挙げるようなものを１種又
は２種以上組み合わせて用いることができる。具体的には、例えば、以下の水溶性有機溶
剤を用いることができる。１，３－ブタンジオール、１，５－ペンタンジオール、１，２
－ヘキサンジオール、１，６－ヘキサンジオールなどのアルカンジオール。ジエチレング
リコールモノメチル（又はエチル）エーテル、トリエチレングリコールモノエチル（又は
ブチル）エーテルなどのグリコールエーテル。エタノール、イソプロパノール、ｎ－ブタ
ノール、イソブタノール、第二ブタノール、第三ブタノールなどの炭素数１乃至４のアル
キルアルコール。Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアセトアミドなどの
カルボン酸アミド。アセトン、メチルエチルケトン、２－メチル－２－ヒドロキシペンタ
ン－４－オンなどのケトン又はケトアルコール。テトラヒドロフラン、ジオキサンなどの
環状エーテル。グリセリン。エチレングリコール、ジエチレングリコール、トリエチレン
グリコール、テトラエチレングリコールなどのエチレングリコール類。１，２－又は１，
３－プロピレングリコール、１，２－又は１，４－ブチレングリコール、ポリエチレング
リコール、チオジグリコール、１，２，６－ヘキサントリオール、アセチレングリコール
誘導体などのグリコール類。２－ピロリドン、Ｎ－メチル－２－ピロリドン、１，３－ジ
メチル－２－イミダゾリジノン、Ｎ－メチルモルホリンなどの複素環類。ジメチルスルホ
キシドなどの含硫黄化合物など。
【００８６】
　水は脱イオン水（イオン交換水）を用いることが好ましい。インク中の水の含有量（質
量％）は、インク全質量を基準として、５０．０質量％以上９５．０質量％以下であるこ
とが好ましい。
【００８７】
＜その他の成分＞
　インクには、上記成分の他に、尿素、尿素誘導体、トリメチロールプロパン、トリメチ
ロールエタンなどの保湿性固形分を含有してもよい。インク中の保湿性固形分の含有量（
質量％）は、インク全質量を基準として、０．１質量％以上２０．０質量％以下、さらに
は３．０質量％以上１０．０質量％以下であることが好ましい。
【００８８】
　さらに、必要に応じて所望の物性値を有するインクとするために、ｐＨ調整剤、防錆剤
、防腐剤、防黴剤、酸化防止剤、還元防止剤などの種々の添加剤を含有してもよい。
【００８９】
［液体組成物とインクとのセット］
　本発明の液体組成物は、インクと組み合わせて液体組成物とインクとのセットとしても
用いることができる。
【００９０】
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［画像形成方法］
　本発明の画像形成方法は、（ｉ）液体組成物を記録媒体に付与する工程、及び、（ii）
顔料インクを記録媒体に付与する工程、を有することを特徴とする。特には、上記工程（
ｉ）及び（ii）を記録媒体上で前記液体組成物及び前記顔料インクが互いに接触するよう
に行うことが好ましい。かかる構成により、インクで形成した画像の耐擦過性が、記録媒
体の非記録部に傷が付く程の強い圧力で画像を引っ掻いた場合でも色材が削れ落ちること
がない、高いレベルの優れた耐擦過性を実現したものとなる。
【００９１】
　また、液体組成物及びインクを記録媒体に付与する際には、以下のような方法やこれら
の方法の組み合わせなどが考えられる。具体的には、（ａ）液体組成物を付与した後に顔
料インクを付与する方法や、（ｂ）顔料インクを付与した後に液体組成物を付与する方法
が挙げられる。本発明においては、これらの方法を適宜に選択することができる。しかし
、従来にない高いレベルの優れた耐擦過性の画像を得ることという本発明の目的を考慮す
ると、前記（ｂ）の方法とすることが好ましい。この場合、インクを付与した後に液体組
成物を付与するまでの間隔は特に限られるものではない。しかし、インク中の樹脂と液体
組成物中の樹脂との結着力をより高めるために、インク及び液体組成物が互いに液体の状
態で接触して混合するように、これらの付与間隔を決定することが好ましい。
【００９２】
　記録媒体への液体組成物の付与量は、本発明の効果を得られれば特に限られるものでは
ない。しかし、ビーディングの低減や定着速度の向上を考慮すると、インクの付与量を基
準として２０％以上５０％以下、さらには２５％以上５０％以下であることが好ましい。
ここで、ビーディングとは、以下の現象のことである。インクが記録媒体に定着し終わる
前の流動性を有する状態で、インクで形成したドットが記録媒体の表面上で面方向に不規
則に移動し、かかるドットと隣接するドットとが集合体を形成することにより、画像濃度
にムラが生じる現象のことである。
【００９３】
　画像の領域のみに液体組成物を付与すると、画像を形成した領域と形成していない領域
との間で耐擦過性の差が大きくなる場合がある。このため、画像の領域を含み、かつそれ
よりも広い範囲に液体組成物を付与することが特に好ましい。しかし、上記インクの付与
量を基準として２０％以上５０％以下という液体組成物の付与量では、画像の領域を含み
、かつそれよりも広い範囲に液体組成物を付与することが難しい場合がある。ここで、一
般に、表面張力が大きい液体と表面張力が小さい液体とが互いに接触する場合、表面張力
が大きい液体が表面張力が小さい液体の方へ移動するという性質がある。そこで、インク
の付与量を基準として２０％以上５０％以下、より好ましくは２５％以上５０％以下とい
う液体組成物の付与量として、画像の領域を含み、かつそれよりも広い範囲に液体組成物
を効果的に付与するためには、以下のようにすることが好ましい。すなわち、液体組成物
の表面張力をインクの表面張力よりも高くすることが好ましい。このようにすることで、
インク及び液体組成物が互いに接触した際に、インクが付与された領域の全体に渡って液
体組成物が広がるようになる。
【００９４】
　本発明の画像形成方法においては、インク或いは液体組成物の記録媒体への付与方法は
特に限定されないが、インクだけでなく、液体組成物もインクジェット方法で記録媒体に
付与することが特に好ましい。これは、インクジェット記録方法によれば、画像の領域に
液体組成物を的確に付与することが容易であることや、液体組成物の付与量を上記で述べ
たように調節することが容易であるためである。インクジェット方法でのインク及び液体
組成物の付与量は、記録デューティなどを適切に決定することで調節することができる。
【００９５】
［インクジェット記録方法］
　本発明の液体組成物は、インク及び液体組成物をインクジェット方法で吐出して記録媒
体に記録を行うインクジェット記録方法に適用することが特に好ましい。インクジェット
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記録方法は、インク及び液体組成物に力学的エネルギーを作用させることによりインク及
び液体組成物を吐出する記録方法や、インク及び液体組成物に熱エネルギーを作用させる
ことによりインク及び液体組成物を吐出する記録方法などがある。特に、本発明の液体組
成物は、熱エネルギーを利用したインクジェット記録方法に特に好ましく適用することが
できる。
【００９６】
［カートリッジ］
　本発明のカートリッジは、液体組成物を収容する液体組成物収容部を備えてなるもので
あり、前記液体組成物収容部に収容されている液体組成物が、上記本発明の液体組成物で
あることを特徴とする。
【００９７】
［記録ユニット］
　本発明の記録ユニットは、液体組成物を収容する液体組成物収容部と、液体組成物を吐
出する記録ヘッドとを備えてなる記録ユニットであって、前記液体組成物収容部に収容さ
れている液体組成物が、上記本発明の液体組成物であることを特徴とする。特に、前記記
録ヘッドが、液体組成物に熱エネルギーを作用させることにより液体組成物を吐出する記
録ユニットであることがより好ましい。
【００９８】
［インクジェット記録装置］
　本発明のインクジェット記録装置は、液体組成物を収容する液体組成物収容部と、液体
組成物を吐出する記録ヘッドとを備えてなるインクジェット記録装置であって、前記収容
部に収容されている液体組成物が、上記本発明の液体組成物であることを特徴とする。特
に、前記記録ヘッドが、液体組成物に熱エネルギーを作用させることにより液体組成物を
吐出するインクジェット記録装置であることがより好ましい。
【００９９】
　インクジェット記録装置の一例について以下に説明する。先ず、熱エネルギーを利用し
たインクジェット記録装置の主要部である記録ヘッドの構成の一例を図２及び図３に示す
。図２は、インク流路に沿った記録ヘッド１３の断面図であり、図３は図２のＡ－Ｂ線で
の切断面図である。記録ヘッド１３はインク流路（ノズル）１４を有する部材と発熱素子
基板１５とで構成される。発熱素子基板１５は、保護層１６、電極１７－１及び１７－２
、発熱抵抗体層１８、蓄熱層１９、基板２０で構成される。
【０１００】
　記録ヘッド１３の電極１７－１及び１７－２にパルス状の電気信号が印加されると、発
熱素子基板１５のｎで示される領域が急速に発熱し、この表面に接しているインク２１に
気泡が発生する。そして、気泡の圧力でメニスカス２３が突出し、インク２１はインク滴
２４として、ノズル１４の吐出口２２から記録媒体２５に向かって吐出される。
【０１０１】
　図４は、図２に示した記録ヘッドを多数並べたマルチヘッドの一例の外観図である。マ
ルチヘッドは、マルチノズル２６を有するガラス板２７と、図２と同様の記録ヘッド２８
で構成される。
【０１０２】
　図５は、記録ヘッドを組み込んだインクジェット記録装置の一例を示す斜視図である。
ブレード６１はワイピング部材であり、その一端はブレード保持部材によって保持されて
おり、カンチレバーの形態をなす。ブレード６１は記録ヘッド６５による記録領域に隣接
した位置に配置され、記録ヘッド６５の移動経路中に突出した形態で保持される。
【０１０３】
　６２は記録ヘッド６５の吐出口面のキャップであり、ブレード６１に隣接するホームポ
ジションに配置され、記録ヘッド６５の移動方向と垂直な方向に移動して、インク吐出口
面と当接し、キャッピングを行う構成を備える。６３はブレード６１に隣接して設けられ
るインク吸収体であり、ブレード６１と同様に、記録ヘッド６５の移動経路中に突出した
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形態で保持される。吐出回復部６４は、ブレード６１、キャップ６２、及びインク吸収体
６３で構成される。ブレード６１及びインク吸収体６３によって吐出口面の水分、塵埃な
どの除去が行われる。
【０１０４】
　６５は、吐出エネルギー発生手段を有し、吐出口を配した吐出口面に対向する記録媒体
にインクを吐出して記録を行う記録ヘッド、６６は記録ヘッド６５を搭載して記録ヘッド
６５の移動を行うためのキャリッジである。キャリッジ６６はガイド軸６７と摺動可能に
係合し、キャリッジ６６の一部はモーター６８によって駆動されるベルト６９と接続（不
図示）している。これによりキャリッジ６６はガイド軸６７に沿った移動が可能となり、
記録ヘッド６５による記録領域及びそれに隣接した領域の移動が可能となる。
【０１０５】
　５１は記録媒体を挿入する給紙部、５２は不図示のモーターにより駆動される紙送りロ
ーラーである。これらの構成により記録ヘッド６５の吐出口面と対向する位置へ記録媒体
が給紙され、記録の進行につれて排紙ローラー５３を有する排紙部へ排紙される。記録ヘ
ッド６５による記録が終了して、記録ヘッドがホームポジションへ戻る際に、吐出回復部
６４のキャップ６２は記録ヘッド６５の移動経路から退避しているが、ブレード６１は移
動経路中に突出している。このようにして、記録ヘッド６５の吐出口がワイピングされる
。
【０１０６】
　キャップ６２が記録ヘッド６５の吐出口面に当接してキャッピングを行う際には、キャ
ップ６２は記録ヘッドの移動経路中に突出するように移動する。記録ヘッド６５がホーム
ポジションから記録開始位置へ移動する際には、キャップ６２及びブレード６１は、上記
ワイピングの際と同一の位置にある。この結果、この移動においても記録ヘッド６５の吐
出口面がワイピングされる。記録ヘッドのホームポジションへの移動は、記録終了時や吐
出回復時ばかりでなく、記録ヘッドが記録のために記録領域を移動する間にも、所定の間
隔で記録領域に隣接したホームポジションへ移動し、この移動に伴ってもワイピングが行
われる
【０１０７】
　図６は、記録ヘッドにインク供給部材、例えば、チューブを介して供給されるインクを
収容したインクカートリッジ４５の一例を示す図である。ここで４０は供給用インクを収
納したインク収容部、例えば、インク袋であり、その先端にはゴム製の栓４２が設けられ
ている。この栓４２に針（不図示）を挿入することにより、インク袋４０中のインクを記
録ヘッドに供給可能にする。４４は廃インクを受容するインク吸収体である。
【０１０８】
　本発明において、記録ユニットは、記録ヘッドとインクカートリッジとが別体となった
ものに限らず、図７に示すように、それらが一体になったものも好適に用いることができ
る。図７において、７０は記録ユニットであり、この中にはインクを収容したインク収容
部、例えば、インク吸収体が収納されており、インク吸収体中のインクが複数の吐出口を
有する記録ヘッド部７１からインク滴として吐出される。また、インク吸収体を用いず、
インク収容部が内部にバネなどを仕込んだインク袋であるような構造でもよい。７２はカ
ートリッジ内部を大気に連通させるための大気連通口である。この記録ユニット７０は図
５に示す記録ヘッド６５に換えて用いられるものであって、キャリッジ６６に対して着脱
自在になっている。
【０１０９】
　次に、力学的エネルギーを利用したインクジェット記録装置について説明する。複数の
ノズルを有するノズル形成基板、圧電材料と導電材料で構成される圧力発生素子、圧力発
生素子の周囲を満たすインクを備え、印加電圧により圧力発生素子を変位させ、インク滴
を吐出口から吐出する記録ヘッドを有することが特徴である。図８は記録ヘッドの構成の
一例を示す模式図である。記録ヘッドは、インク室に連通するインク流路８０、オリフィ
スプレート８１、インクに圧力を作用させる振動板８２、振動板８２に接合されて電気信
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る基板８４で構成される。圧電素子８３にパルス状の電圧を与えることで発生した歪み応
力は、圧電素子８３に接合された振動板を変形させ、インク流路８０内のインクを加圧す
ることで、オリフィスプレート８１の吐出口８５からインク滴を吐出する。このような記
録ヘッドは、図５と同様のインクジェット記録装置に組み込んで用いることができる。
【０１１０】
　なお、本発明の液体組成物は、上記説明において、「インク」を「液体組成物」と読み
変えて適用することができる。すなわち、本発明のカートリッジは、液体組成物を収容す
る液体組成物収容部を備えてなるカートリッジとして、前記液体組成物収容部に収容され
た液体組成物に本発明の液体組成物を用いることが好ましい。また、本発明の記録ユニッ
トは、液体組成物を収容する液体組成物収容部と、液体組成物を吐出する記録ヘッドとを
備えてなる記録ユニットとして、前記液体組成物収容部に収容された液体組成物に本発明
の液体組成物を用いることが好ましい。また、本発明のインクジェット記録装置は、液体
組成物を収容する液体組成物収容部と、液体組成物を吐出する記録ヘッドとを備えてなる
インクジェット記録装置として、前記液体組成物収容部に収容された液体組成物に本発明
の液体組成物を用いることが好ましい。
【実施例】
【０１１１】
　以下、実施例、比較例、及び参考例を挙げて、本発明をさらに詳細に説明する。本発明
は、その要旨を超えない限り、下記の実施例によって何ら限定されるものではない。なお
、「部」又は「％」とあるのは特に断りのない限り質量基準である。
【０１１２】
＜樹脂水溶液の調製＞
　表１に記載のモノマー組成で共重合して得た樹脂１～２８の各樹脂（各樹脂の重量平均
分子量は表１に記載）にイオン交換水を加え、各樹脂の固形分濃度が１０質量％である樹
脂水溶液１～２８を調製した。なお、各樹脂は、共重合体を１０質量％の水酸化カリウム
水溶液で中和して得られたものを用いた。表中のモノマーは略記したが、それぞれ下記の
ものを示す。
　Ｓｔ：スチレン
　α－ＭＳｔ：α－メチルスチレン
　ＢＺＭＡ：ベンジルメタクリレート
　ｎＢＡ：ｎ－ブチルアクリレート
　ＭＭＡ：メチルメタクリレート
　ＭＡＡ：メタクリル酸
　ＡＡ：アクリル酸
【０１１３】
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【０１１４】
＜樹脂を構成するモノマーの溶解度パラメーターより算出される樹脂の水素結合項（δｈ
）＞
　「樹脂を構成するモノマーの溶解度パラメーターより算出される樹脂の水素結合項（δ
ｈ）」は、下記のようにして求めた。先ず、対象とする樹脂を構成する各モノマーについ
て、モノマー固有の溶解度パラメーターより、樹脂を構成する各モノマーの水素結合項（
δｈ）を算出する。次に、上記で得られた樹脂を構成する各モノマーの水素結合項（δｈ
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）に、樹脂を構成する各モノマーの組成（質量）比（合計を１とした組成比）をかけた値
を求める。次に、これらの値を足し合わせることにより、樹脂を構成するモノマーの溶解
度パラメーターより算出される樹脂の水素結合項を求めることができる。表２に、樹脂水
溶液の調製で用いた各樹脂について、樹脂を構成するモノマー固有の溶解度パラメーター
より算出された各モノマーの水素結合項（δｈ）の値を示した。
【０１１５】
　以下に、スチレン－メチルメタクリレート－アクリル酸（組成（質量）比＝２８：５８
：１４）の共重合体である樹脂１を例に挙げて、樹脂を構成するモノマーの溶解度パラメ
ーターより算出される樹脂の水素結合項（δｈ）の求め方を具体的に説明する。下記表２
より、樹脂１を構成するモノマーである、スチレン、メチルメタクリレート、及びアクリ
ル酸の溶解度パラメーターより算出される各モノマーの水素結合項（単位はｃａｌ0.5／
ｃｍ1.5）はそれぞれ、０．００、３．９３、及び５．８１である。したがって、樹脂１
を構成するモノマーの溶解度パラメーターより算出される樹脂１の水素結合項（δｈ）は
下記式のように求められる。

【０１１６】

【０１１７】
　表３に、先に調製した樹脂水溶液中の各樹脂について、上記の方法で算出して得た樹脂
の水素結合項（δｈ）の値を示した。また、表３には、樹脂の、酸価及び重量平均分子量
の各値を示す。さらに、表３には、モノマーとしてスチレン及びｎ－ブチルアクリレート
、又はスチレン及びα－メチルスチレンを有する樹脂における、スチレンを基準とした、
ｎ－ブチルアクリレート又はα－メチルスチレンの質量比率の値もあわせて示す。
【０１１８】
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（*1）樹脂を構成するモノマーの溶解度パラメーターより算出される樹脂の水素結合項（
δｈ）
（*2）樹脂における、スチレンを基準としたｎ－ブチルアクリレートの質量比率
（*3）樹脂における、スチレンを基準としたα－メチルスチレンの質量比率
【０１１９】
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＜顔料分散液の調製＞
（顔料分散液１の調製）
　顔料：１０部、表１に記載のモノマーで構成される樹脂１１：５部、及びイオン交換水
：８５部を混合し、バッチ式縦型サンドミルで３時間分散して、顔料分散液１を調製した
。なお、顔料には、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１５：３を用いた。また、樹脂１１は、共
重合体を１０質量％水酸化カリウム水溶液で中和して得られたものを用いた。得られた分
散液は、ポアサイズ２．５μｍのフィルター（製品名：ＨＤＣＩＩ；日本ポール製）にて
加圧ろ過した。この分散液に水を加え、顔料濃度１０質量％、樹脂濃度５質量％の顔料分
散液１を調製した。
【０１２０】
（顔料分散液２の調製）
　樹脂１１の代わりに、表１に記載のモノマーで構成される樹脂１３を用いること以外は
顔料分散液１と同様にして、顔料濃度１０質量％、樹脂濃度５質量％の顔料分散液２を調
製した。
【０１２１】
（顔料分散液３の調製）
　樹脂１１の代わりに、表１に記載のモノマーで構成される樹脂１８を用いること以外は
顔料分散液１と同様にして、顔料濃度１０質量％、樹脂濃度５質量％の顔料分散液３を調
製した。
【０１２２】
＜変性シロキサン化合物の合成＞
　下記の合成例にしたがって、変性シロキサン化合物である化合物１～１２をそれぞれ合
成した。
【０１２３】
（化合物１）
　温度計及び撹拌手段を備えたガラス製の容器を用いて、下記のようにして化合物１を合
成した。前記容器中で、下記式（Ａ）で表されるポリシロキサン化合物及び下記式（Ｂ）
で表されるポリオキシエチレン化合物を主原料として、白金触媒の存在下で付加反応して
、化合物１を合成した。得られた化合物１は、式（１）で表される変性シロキサン化合物
に該当し、重量平均分子量８，５００、ＨＬＢ５（理論値）、水に対する溶解度が１％以
下であった。化合物１は、式（１）中の、ｍ＝７３、ｎ＝６、Ｒ1＝プロピレン基、ａ＝
８、ｂ＝０、Ｒ2＝水素原子である構造をもつ。
【０１２４】

【０１２５】
（化合物２）
　温度計及び撹拌手段を備えたガラス製の容器を用いて、下記のようにして化合物２を合
成した。前記容器中で、下記式（Ｃ）で表されるポリシロキサン化合物及び下記式（Ｄ）
で表されるポリオキシエチレン化合物を主原料として、白金触媒の存在下で付加反応して
、化合物２を合成した。得られた化合物２は式（１）で表される変性シロキサン化合物に
該当し、重量平均分子量２９，４００、ＨＬＢ５（理論値）、水に対する溶解度が１％以
下であった。化合物２は、式（１）中の、ｍ＝２４５、ｎ＝２８、Ｒ1＝プロピレン基、
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ａ＝６、ｂ＝０、Ｒ2＝水素原子である構造をもつ。
【０１２６】

【０１２７】
（化合物３）
　温度計及び撹拌手段を備えたガラス製の容器を用いて、下記のようにして化合物３を合
成した。前記容器中で、下記式（Ｅ）で表されるポリシロキサン化合物及び下記式（Ｂ）
で表されるポリオキシエチレン化合物を主原料として、白金触媒の存在下で付加反応して
、化合物３を合成した。得られた化合物３は式（１）で表される変性シロキサン化合物の
比較化合物であり、重量平均分子量７，４００、ＨＬＢ５（理論値）、水に対する溶解度
が１％以下であった。化合物３は、式（１）中の、ｍ＝６５、ｎ＝５、Ｒ1＝プロピレン
基、ａ＝８、ｂ＝０、Ｒ2＝水素原子である構造をもつ。
【０１２８】

【０１２９】
（化合物４）
　温度計及び撹拌手段を備えたガラス製の容器を用いて、下記のようにして化合物４を合
成した。前記容器中で、下記式（Ｆ）で表されるポリシロキサン化合物及び下記式（Ｇ）
で表されるポリオキシエチレン化合物を主原料として、白金触媒の存在下で付加反応して
、化合物４を合成した。得られた化合物４は式（２）で表される変性シロキサン化合物に
該当し、重量平均分子量４７，０００、ＨＬＢ９（理論値）、水に対する溶解度が１％以
下であった。化合物４は、式（２）中の、ｐ＝３４９、Ｒ3＝水素原子、Ｒ4＝プロピレン
基、ｃ＝２４０、ｄ＝０である構造をもつ。
【０１３０】

【０１３１】
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（化合物５）
　温度計及び撹拌手段を備えたガラス製の容器を用いて、下記のようにして化合物５を合
成した。前記容器中で、下記式（Ｈ）で表されるポリシロキサン化合物及び下記式（Ｉ）
で表されるポリオキシエチレン化合物を主原料として、白金触媒の存在下で付加反応して
、化合物５を合成した。得られた化合物５は式（２）で表される変性シロキサン化合物の
比較化合物であり、重量平均分子量７，７００、ＨＬＢ７（理論値）、水に対する溶解度
が１％以下であった。化合物５は、式（２）中の、ｐ＝６４、Ｒ3＝水素原子、Ｒ4＝プロ
ピレン基、ｃ＝３０、ｄ＝０である構造をもつ。
【０１３２】

【０１３３】
（化合物６）
　温度計及び撹拌手段を備えたガラス製の容器を用いて、下記のようにして化合物６を合
成した。前記容器中で、下記式（Ｊ）で表されるポリシロキサン化合物及び下記式（Ｋ）
で表されるポリオキシエチレン化合物を主原料として、白金触媒の存在下で付加反応して
、化合物６を合成した。得られた化合物６は式（２）で表される変性シロキサン化合物の
比較化合物であり、重量平均分子量５０，４００、ＨＬＢ７（理論値）、水に対する溶解
度が１％以下であった。化合物６は、式（２）中の、ｐ＝４３９、Ｒ3＝水素原子、Ｒ4＝
プロピレン基、ｃ＝２００、ｄ＝０である構造をもつ。
【０１３４】

【０１３５】
（化合物７）
　温度計及び撹拌手段を備えたガラス製の容器を用いて、下記のようにして化合物７を合
成した。前記容器中で、下記式（Ｌ）で表されるポリシロキサン化合物及び下記式（Ｍ）
で表されるポリオキシエチレン化合物を主原料として、白金触媒の存在下で付加反応して
、化合物７を合成した。得られた化合物７は式（３）で表される変性シロキサン化合物に
該当し、重量平均分子量４９，０００、ＨＬＢ６（理論値）、水に対する溶解度が１％以
下であった。化合物７は、式（３）中の、ｑ＝７、Ｒ5＝プロピレン基、Ｒ6＝プロピレン
基、ｅ＝６、ｆ＝０、ｒ＝５２である構造をもつ。
【０１３６】
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【０１３７】
（化合物８）
　温度計及び撹拌手段を備えたガラス製の容器を用いて、下記のようにして化合物８を合
成した。前記容器中で、下記式（Ｎ）で表されるポリシロキサン化合物及び下記式（Ｏ）
で表されるポリオキシエチレン化合物を主原料として、白金触媒の存在下で付加反応して
、化合物８を合成した。得られた化合物８は式（３）で表される変性シロキサン化合物に
該当し、重量平均分子量８，８００、ＨＬＢ６（理論値）、水に対する溶解度が１％以下
であった。化合物８は、式（３）中の、ｑ＝２３、Ｒ5＝プロピレン基、Ｒ6＝プロピレン
基、ｅ＝１８、ｆ＝０、ｒ＝３である構造をもつ。
【０１３８】

【０１３９】
（化合物９）
　温度計及び撹拌手段を備えたガラス製の容器を用いて、下記のようにして化合物９を合
成した。前記容器中で、下記式（Ｐ）で表されるポリシロキサン化合物及び下記式（Ｏ）
で表されるポリオキシエチレン化合物を主原料として、白金触媒の存在下で付加反応して
、化合物９を合成した。得られた化合物９は式（３）で表される変性シロキサン化合物の
比較化合物であり、重量平均分子量４９，０００、ＨＬＢ７（理論値）、水に対する溶解
度が１％以下であった。化合物９は、式（３）中の、ｑ＝１８、Ｒ5＝プロピレン基、Ｒ6

＝プロピレン基、ｅ＝１８、ｆ＝０、ｒ＝２１である構造をもつ。
【０１４０】

【０１４１】
（化合物１０）
　温度計及び撹拌手段を備えたガラス製の容器を用いて、下記のようにして化合物１０を
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）で表されるポリオキシエチレン化合物を主原料として、白金触媒の存在下で付加反応し
て、化合物１０を合成した。得られた化合物１０は式（３）で表される変性シロキサン化
合物の比較化合物であり、重量平均分子量５５，０００、ＨＬＢ６（理論値）、水に対す
る溶解度が１％以下であった。化合物１０は、式（３）中の、ｑ＝２４、Ｒ5＝プロピレ
ン基、Ｒ6＝プロピレン基、ｅ＝１８、ｆ＝０、ｒ＝２０である構造をもつ。
【０１４２】

【０１４３】
（化合物１１）
　温度計及び撹拌手段を備えたガラス製の容器を用いて、下記のようにして化合物１１を
合成した。前記容器中で、下記式（Ｒ）で表されるポリシロキサン化合物及び下記式（Ｓ
）で表されるポリオキシエチレン化合物を主原料として、白金触媒の存在下で付加反応し
て、化合物１１を合成した。得られた化合物１１は式（３）で表される変性シロキサン化
合物に該当し、重量平均分子量８，８００、ＨＬＢ１（理論値）、水に対する溶解度が１
％以下であった。化合物１１は、式（３）中の、ｑ＝１６、Ｒ5＝プロピレン基、Ｒ6＝プ
ロピレン基、ｅ＝２、ｆ＝０、ｒ＝６である構造をもつ。
【０１４４】

【０１４５】
（化合物１２）
　温度計及び撹拌手段を備えたガラス製の容器を用いて、下記のようにして化合物１２を
合成した。前記容器中で、下記式（Ｔ）で表されるポリシロキサン化合物及び下記式（Ｕ
）で表されるポリオキシエチレン化合物を主原料として、白金触媒の存在下で付加反応し
て、化合物１２を合成した。得られた化合物１２は式（３）で表される変性シロキサン化
合物の比較化合物であり、重量平均分子量７，８００、ＨＬＢ６（理論値）、水に対する
溶解度が１％以下であった。化合物１２は、式（３）中の、ｑ＝８、Ｒ5＝プロピレン基
、Ｒ6＝プロピレン基、ｅ＝７、ｆ＝０、ｒ＝７である構造をもつ。
【０１４６】
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　なお、上記で得られた各化合物の重量平均分子量は、下記のようにして測定した。測定
対象の変性シロキサン化合物をテトラヒドロフラン（ＴＨＦ）中に入れて数時間静置して
溶解し、試料の濃度が０．１質量％になるようにして、溶液を調製した。その後、ポアサ
イズ０．４５μｍの耐溶剤性メンブランフィルター（商品名：ＴＩＴＡＮ２　Ｓｙｒｉｎ
ｇｅ　Ｆｉｌｔｅｒ、ＰＴＦＥ、０．４５μｍ；ＳＵＮ－ＳＲｉ製）で前記溶液をろ過し
て試料溶液とした。この試料溶液を用いて、下記の条件で重量平均分子量の測定を行った
。
【０１４８】
・装置：Ａｌｌｉａｎｃｅ　ＧＰＣ　２６９５（Ｗａｔｅｒｓ製）
・カラム：Ｓｈｏｄｅｘ　ＫＦ－８０６Ｍの４連カラム（昭和電工製）
・移動相：テトラヒドロフラン（特級）
・流速：１．０ｍＬ／ｍｉｎ
・オーブン温度：４０．０℃
・試料溶液の注入量：０．１ｍＬ
・検出器：ＲＩ（屈折率）
・ポリスチレン標準試料：ＰＳ－１及びＰＳ－２（Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｌａｂｏｒａｔｏｒ
ｉｅｓ製）
（分子量：７５０００００、２５６００００、８４１７００、３７７４００、３２０００
０、２１０５００、１４８０００、９６０００、５９５００、５０４００、２８５００、
２０６５０、１０８５０、５４６０、２９３０、１３００、５８０の１７種。）
【０１４９】
＜液体組成物の調製＞
　上記で調製した樹脂水溶液及び合成した変性シロキサン化合物又は市販の変性シロキサ
ン化合物を含む下記表４－１～４－１６に示す各成分を用いて各液体組成物を調製した。
具体的には、表４－１～４－１６に示す各成分を表に示した組成で混合し、十分撹拌した
後、ポアサイズ２．５μｍのフィルター（製品名：ＨＤＣＩＩ；ポール製）にて加圧ろ過
を行って各液体組成物を調製した。なお、表４－１～４－１６中、ＭＷとあるのは、重量
平均分子量のことである。
【０１５０】
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【０１５２】

【０１５３】



(37) JP 5279283 B2 2013.9.4

10

20

【０１５４】



(38) JP 5279283 B2 2013.9.4

10

20

30

【０１５５】
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【０１５６】

【０１５７】
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【０１６０】
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【０１６２】
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【０１６６】
＜インクの調製＞
　下記表５に示す各成分を混合し、十分撹拌した後、ポアサイズ２．５μｍのフィルター
（製品名：ＨＤＣＩＩ；ポール製）にて加圧ろ過を行い、インク１～３を調製した。
【０１６７】
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【０１６８】
　上記で得られた液体組成物及びインクについて、協和ＣＢＶＰ式表面張力計Ａ－１型（
協和科学製）で、２５℃における表面張力を測定した。その結果、全ての液体組成物の表
面張力は、全てのインクの表面張力よりも高かった。
【０１６９】
＜評価＞
（保存安定性）
　上記で得られた各液体組成物をテフロン（登録商標）製の容器に入れ、温度６０℃で１
ヶ月保存した。その後、常温に戻した液体組成物の状態と、保存前の液体組成物の状態を
目視で確認して、保存安定性の評価を行った。保存安定性の評価基準は下記の通りである
。結果を表６－１～６－４に示した。
　Ａ：液体組成物の透明度が、保存前後で変化しなかった。
　Ｂ：液体組成物の透明度が、保存前後で変化しなかったが、保存後の液体組成物に浮遊
物が多少あった。
　Ｃ：保存後に、テフロン（登録商標）製の容器内に析出物が発生した。
【０１７０】
（吐出特性：フェイス面の状態、吐出安定性）
　上記で得られた各液体組成物を、インクジェット記録装置（商品名：ＰＩＸＵＳ８５０
ｉ；キヤノン製）用のインクカートリッジに充填し、前記インクジェット記録装置を改造
したもののシアンインクの位置にセットした。そして、オフィスプランナー（キヤノン製
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）に、記録デューティが５０％で、１８ｃｍ×２４ｃｍの画像を、デフォルトモードで３
枚記録した。この際、１枚記録するごとに１回の割合で、ＰＩＸＵＳ８５０ｉのワイパー
ブレードを用いて、記録ヘッド表面のクリーニング操作を行った。その後、ＣＦ１０２（
キヤノン製）に、ＰＩＸＵＳ８５０ｉのノズルチェックパターンを記録した。この時の記
録ヘッド表面の状態を目視で確認して、フェイス面の状態の評価を行った。フェイス面の
状態の評価基準は下記の通りである。結果を表６－１～６－４に示した。また、上記で得
られたノズルチェックパターンを目視で確認して、吐出安定性の評価を行った。吐出安定
性の評価基準は下記の通りである。評価結果を表６－１～６－４に示した。
【０１７１】
〔フェイス面の状態〕
　Ａ：吐出口の周辺に液体組成物がほとんど存在しなかった。
　Ｂ：吐出口の周辺に液体組成物の液滴が多少存在していた。
　Ｃ：吐出口の周辺に帯状に液体組成物の液膜が存在していた。
【０１７２】
〔吐出安定性〕
　Ａ：ノズルチェックパターンに乱れがなく正常に記録できた。
　Ｂ：ノズルチェックパターンに若干の乱れがあったが、不吐出はなかった。
　Ｃ：ノズルチェックパターンにはっきりとした不吐出や乱れがあり、正常に記録できな
かった。
【０１７３】
（耐擦過性）
　上記で得られた各液体組成物と各インクとを下記表６－１～６－４に示すように併用し
て、下記のようにして画像（基準評価画像）を形成した。液体組成物及びインクをそれぞ
れインクジェット記録装置（商品名：ＢＪＦ９００；キヤノン製）用のインクカートリッ
ジに充填し、液体組成物を前記インクジェット記録装置のイエローインクの位置、また、
インクをマゼンタインクの位置にセットした。そして、インクを用いて、吐出量４．５ｎ
ｇ、解像度１，２００ｄｐｉ×１，２００ｄｐｉ、８パス片方向記録で記録デューティが
１００％である画像を形成した。また、上記のようにしてインクを記録媒体に付与した後
に、インクで形成した画像の領域及びその周辺に、吐出量４．５ｎｇ、解像度１，２００
ｄｐｉ×１，２００ｄｐｉ、８パス片方向記録で記録デューティを５０％として液体組成
物を付与した。得られた記録物を室温で１日放置した後、画像を、記録媒体の非記録部に
傷が付く程の強い圧力を加えて爪で引っ掻いた。この記録物を目視で確認して、耐擦過性
の評価を行った。耐擦過性の評価基準は下記の通りである。結果を表６－１～６－４に示
した。
　Ａ：画像の表面に爪跡が残らなかった。
　Ｂ：画像の表面に爪跡が残るが、記録媒体から色材が削れ落ちなかった。
　Ｃ：画像の表面に爪跡が残り、かつ、記録媒体から色材がわずかに削れ落ちた。
　Ｄ：記録媒体の表面が露出することはないが、明らかに色材が削れ落ちた。
　Ｅ：画像を軽く触れる程度では問題がないレベルであるが、記録媒体の非記録部に傷が
付くほどの強い圧力で引っ掻くと、記録媒体の表面が見える程度に色材が削れ落ちた。
【０１７４】
（動摩擦係数）
　上記で得られた記録物（基準評価画像）の画像領域における動摩擦係数を、下記のよう
にして測定した。具体的には、この基準評価画像の画像領域における、ポリメタクリル酸
メチル（ＰＭＭＡ）の樹脂ボールに対する動摩擦係数を、表面性試験機（製品名：ヘイド
ン　トライボギア　ＴＹＰＥ１４ＤＲ；新東科学製）を用いて測定した。ＰＭＭＡ樹脂ボ
ールに付加する垂直荷重を５０ｇ、移動速度を２ｍｍ／ｓｅｃとし、移動時にＰＭＭＡ樹
脂ボールの移動方向へ作用する水平力をロードセルにより計測し、垂直荷重力に対する水
平力の比率を動摩擦係数として算出した。得られた動摩擦係数の値を表６－１～６－４に
示した。
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【０１７５】

【０１７６】
　なお、実施例８及び９の吐出安定性の評価結果は共にＢであるが、実施例８の方が、ノ
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上のコゲの状態を観察したところ、実施例８の方が、コゲの発生が少なかった。
【０１７７】

【０１７８】
　なお、実施例２９及び３０における吐出安定性の評価結果は共にＢランクであるが、実
施例２９のインクの方が、チェックパターンの乱れがやや良好であった。良好な理由とし
ては、ヒーター上のコゲの状態が光学顕微鏡で確認した際、実施例２９の方が良好であっ
たことが挙げられる。
【０１７９】
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【０１８０】
　なお、実施例５４及び５５の吐出安定性の評価結果は共にＢであるが、実施例５４の方
が、ノズルチェックパターンの乱れの状態はやや少なかった。このとき、光学顕微鏡でヒ
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【０１８１】

【０１８２】
　上記で得られた各液体組成物と各インクとを下記表７に示すように併用して、下記のよ
うにして画像（基準評価画像）を形成した。液体組成物及びインクをそれぞれインクジェ
ット記録装置（商品名：ＢＪＦ９００；キヤノン製）用のインクカートリッジに充填し、
液体組成物を前記インクジェット記録装置のイエローインクの位置、また、インクをマゼ
ンタインクの位置にセットした。そして、インクを用いて、吐出量４．５ｎｇ、解像度１
，２００ｄｐｉ×１，２００ｄｐｉ、８パス片方向記録で記録デューティが１００％であ
る画像を形成した。また、上記のようにしてインクを記録媒体に付与した後に、インクで
形成した画像の領域及びその周辺に、吐出量４．５ｎｇ、解像度１，２００ｄｐｉ×１，
２００ｄｐｉ、８パス片方向記録で記録デューティを２５％として液体組成物を付与した
。得られた記録物について、上記と同様の方法及び評価基準で、耐擦過性及び動摩擦係数
の評価を行った。結果を表７に示した。
【０１８３】
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【０１８４】
　上記で得られた各液体組成物と各インクとを下記表８に示すように併用して、下記のよ
うにして画像（基準評価画像）を形成した。液体組成物及びインクをそれぞれインクジェ
ット記録装置（商品名：ＢＪＦ９００；キヤノン製）用のインクカートリッジに充填し、
液体組成物を前記インクジェット記録装置のマゼンタインクの位置、また、インクをイエ
ローインクの位置にセットした。そして、インクを記録媒体に付与する前に、インクで形
成する画像の領域及びその周辺に、吐出量４．５ｎｇ、解像度１，２００ｄｐｉ×１，２
００ｄｐｉ、８パス片方向記録で５０％デューティとして液体組成物を付与した。また、
上記のようにして液体組成物を記録媒体に付与した後に、インクで、吐出量４．５ｎｇ、
解像度１，２００ｄｐｉ×１，２００ｄｐｉ、８パス片方向記録で、記録デューティが１
００％である画像を形成した。得られた記録物について、上記と同様の方法及び評価基準
で、耐擦過性及び動摩擦係数の評価を行った。結果を表８に示した。
【０１８５】

【図面の簡単な説明】
【０１８６】
【図１】耐擦過性試験の概念を示す模式図である。
【図２】記録ヘッドの縦断面図である。
【図３】記録ヘッドの横断面図である。
【図４】図１に示した記録ヘッドをマルチ化した記録ヘッドの斜視図である。
【図５】インクジェット記録装置の一例を示す斜視図である。
【図６】インクカートリッジの縦断面図である。
【図７】記録ユニットの一例を示す斜視図である。
【図８】記録ヘッドの構成の一例を示す模式図である。
【符号の説明】
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【０１８７】
２－１：サンプル固定稼動ステージ
２－２：サンプル
２－３：摩擦物
２－４：分銅
２－５：天秤機構
２－６：ロードセル
１３：記録ヘッド
１４：ノズル
１５：発熱素子基板
１６：保護層
１７－１、１７－２：電極
１８：発熱抵抗体層
１９：蓄熱層
２０：基板
２１：インク
２２：吐出口
２３：メニスカス
２４：インク滴
２５：記録媒体
２６：マルチノズル
２７：ガラス板
２８：記録ヘッド
４０：インク袋
４２：栓
４４：インク吸収体
４５：インクカートリッジ
５１：給紙部
５２：紙送りローラー
５３：排紙ローラー
６１：ブレード
６２：キャップ
６３：インク吸収体
６４：吐出回復部
６５：記録ヘッド
６６：キャリッジ
６７：ガイド軸
６８：モーター
６９：ベルト
７０：記録ユニット
７１：記録ヘッド
７２：大気連通口
８０：インク流路
８１：オリフィスプレート
８２：振動板
８３：圧電素子
８４：基板
８５：吐出口
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【図２】

【図３】

【図４】

【図５】

【図６】

【図７】

【図８】
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